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Ⅰ．計画の策定にあたって 

１．計画策定の背景と趣旨 

河内長野市（以下「本市」という。）では、平成 28 年３月に市の「地域福祉計画」と社会

福祉協議会の「地域福祉活動計画」を「かわちながの つながり・支えあい推進プラン ～

河内長野市第３次地域福祉計画 河内長野市社会福祉協議会第２次地域福祉活動計画～」と

して一体的に策定し、共通の理念、共通の基盤のもと車の両輪のように密接に連携しながら

地域福祉を推進するための様々な施策や事業を展開してきました。 

「地域福祉」とは、すべての市民が、住み慣れた地域で生涯にわたり心豊かに安心して暮

らすことができるよう、また、福祉サービスを必要とする人が適切にサービスを利用し、地

域で孤立することのないよう、地域住民による様々な支援のための基盤や体制等の仕組みづ

くりを進めていくことです。 

近年、地域福祉にかかわる課題は多様化、複雑化しており、8050問題（高齢の親とひきこもり

の 50 代の子が同居）やダブルケア（介護と子育ての問題を同時に抱える世帯）等の複合的な課

題や、既存の支援制度では対応の難しい制度の狭間の問題なども増えています。また、大規模災

害が相次いで発生し、市民同士の支えあいの重要性なども改めて認識されているところです。 

国では、平成 30年４月施行の改正社会福祉法において、複合化した課題を抱える個人・世

帯に対する支援や「制度の狭間」の問題など、既存の制度による解決が困難な課題の解決を

図るため、すべての人が年齢や状況を問わず、その人のニーズに応じた適切な支援が受けら

れる「全世代・全対象型地域包括支援体制」の構築や、市民一人ひとりがつながり、地域を

ともに創っていく「地域共生社会」の実現をめざし、「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理

念が示されました。 

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を

超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代

や分野を超えて「丸ごと」つながることで、市民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をと

もに創っていく社会をめざすものです。 

大阪府においても、「第４期大阪府地域福祉支援計画」を平成 31年３月に策定し、支援を要す

る人の新たな生活・福祉ニーズに対応するとともに、市町村の取り組み等を支援するため、①複

合化・複雑化した地域生活課題への対応～「縦割り」の解消と「分野連携」～、②「だれもが暮

らしやすい」地域づくりの推進～ユニバーサルデザイン社会をめざして～、③地域実情に応じた

地域福祉の推進の基本視点に沿って、施策の体系化と取り組みの重点化が図られています。 

こうした社会情勢の変化や新たな法制度の見直しなどの動向を踏まえるとともに、より身

近な地域から、校区、市域全体へと重層的に多様な主体が協力し、地域の様々な生活課題の

解決や地域づくりに取り組んでいけるように、地域包括ケアシステム＊を深化・推進し、地域

共生社会の実現をめざして、「かわちながの つながり・支えあい推進プラン ～河内長野市

第４次地域福祉計画 河内長野市社会福祉協議会第３次地域福祉活動計画～」（以下「本計画」

という。）を策定します。  
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２．計画の位置づけ 

本計画は、長期的なまちづくりを総合的・計画的に進めるための指針である「河内長野市

第５次総合計画」を上位計画とし、社会福祉法第 107 条の規定に基づく「市町村地域福祉計

画」であり、本市における地域福祉を推進するための施策展開の基本となるものです。本計

画では、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉など、各福祉分野に共通する理念を柱として

総合的な福祉施策の推進についての方向性を示すことから、各個別計画との調和をとった福

祉分野の上位計画として位置づけられます。 

また、市が策定する「地域福祉計画」と、地域住民・福祉活動団体・ボランティア団体等

の福祉活動を推進するため社会福祉協議会が策定する「地域福祉活動計画」とは、理念や課

題を共有しながら、密接に連携し相互に補完する必要があることから、両計画を一体的に策

定することにより市と社会福祉協議会や地域住民等の役割・活動分野を整理し、相乗的に機

能する地域福祉活動の推進を図ります。 

さらに、本計画には、複雑化・複合化する生活課題の解決に向けて、生活困窮者自立支援

法（平成 27 年４月）に基づく生活困窮者の把握と自立支援方策について盛り込むとともに、

成年後見制度＊の利用促進に関する法律（平成 28 年５月）に規定する「成年後見制度利用促

進計画」、並びに再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28年 12月）の規定に基づく「再犯

防止推進計画」を包含するものとし、本市における福祉施策の総合的な計画として策定しま

す。 

 

 

参考：社会福祉法 107条（抄） 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関す

る事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努

めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び

評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計

画を変更するものとする。 
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■計画の位置づけイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間としますが、福祉制度の改正や

社会情勢の大きな変化等があった場合は、必要に応じて見直します。 

 

年度 

計画名 

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 

河内長野市総合計画 

          

第５次（平成28年度～令和７年度） 

          

かわちながの 

つながり・支えあい推進プラン 

          

平成28年度より「地域福祉計画」・「地域福祉活動計画」が一体化 

          

 

河内長野市 

地域福祉計画 

          

第３次（平成28年度～令和２年度） 第４次（令和３年度～令和７年度） 

          

河内長野市社会福祉協議会 

地域福祉活動計画 

          

第２次（平成28年度～令和２年度） 第３次（令和３年度～令和７年度） 

          

大阪府 

地域福祉支援計画 

          

第３期 

（平成27年度～平成30年度） 
第４期（令和元年度～令和５年度）   

          

河内長野市総合計画 

大
阪
府
地
域
福
祉
支
援
計
画 

整合 

「かわちながの つながり・支えあい推進プラン」 
（河内長野市第４次地域福祉計画・河内長野市社会福祉協議会第３次地域福祉活動計画） 

河
内
長
野
市
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

及
び
介
護
保
険
事
業
計
画 

河
内
長
野
市
子
ど
も
・
子
育
て 

支
援
事
業
計
画 

人
権
・
教
育
・
就
労
・
交
通
・
防
犯
・
防
災
等
の 

保
健
・
福
祉
以
外
の
関
連
計
画
・
施
策
等 

河
内
長
野
市
障
が
い
者
長
期
計
画 

 

河
内
長
野
市
障
が
い
福
祉
計
画 

河
内
長
野
市
障
が
い
児
福
祉
計
画 

河
内
長
野
市
保
健
計
画 

分
野
別
計
画 

・成年後見制度利用促進計画 ・再犯防止推進計画 

 

包含 
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４．計画推進のための圏域の設定 

生活課題が複雑化・複合化する中で、地域福祉を推進し課題解決に向けて取り組んでいく

ためには、自治会や地区（校区）福祉委員会＊、地域まちづくり協議会などを基盤に市民主体

の活動とそれを取り巻く専門職が連携した重層的な対応が重要になってきます。 

本市では「基本福祉圏」、「広域的福祉圏」、「市域福祉圏」の３層構造として設定し、それ

ぞれの特性が活かせる仕組みの検討や活動の展開を進めていきます。また、これまで社会福

祉協議会を中心に築いてきた地域福祉ネットワークを活かしながら、多様で複合的な生活課

題について、地域住民や福祉関係者、支援専門機関が互いに連携・協働して解決を図ってい

くことのできる地域共生社会の実現をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域的福祉圏 基本福祉圏 

長野中学校区 
長野小学校区 

小山田小学校区 

東中学校区 

三日市小学校区 

天見小学校区 

川上小学校区 

千代田中学校区 
千代田小学校区 

楠小学校区 

西中学校区 
天野小学校区 

高向小学校区 

加賀田中学校区 
加賀田小学校区 

石仏小学校区 

南花台・美加の台中学校区 
南花台小学校区 

美加の台小学校区   

≪基本福祉圏（小学校区域）≫ 
●地域課題やニーズの発見、地域住民 

全体で話しあう場 
●日常的な見守りや支えあい活動の展開 

 
・自治会 ・地区（校区）福祉委員会 

・小地域ネットワーク活動＊ ・地域まちづくり協議会 
・第２層協議体＊ など 

  

≪広域的福祉圏（概ね中学校区域）≫ 
●基本福祉圏間の調整 

 
・いきいきネット相談支援センター＊ 

                など 

≪市域福祉圏（市域全体）≫ 
●市域全体の総合的な施策の企画・調整 

 
・市 ・社会福祉協議会 ・子育て世代包括支援センター＊ 

・地域包括支援センター＊ ・第１層協議体  など 
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５．計画策定までの取り組み 

（１）計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、庁内関係各課の委員による「地域福祉計画策定委員会」に

おいて検討し、併せて社会福祉協議会と協議を重ねることで素案を作成しました。その後、

学識経験者、医療・福祉関係者、地域団体等の代表者で構成される「地域福祉推進協議会」

で審議を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参加 

提案・ 

報告 

意見・ 

提案 

市
民 

・ 

関
係
機
関 

・ 

各
種
団
体 

提案・ 

報告 
意見・ 

提案 

 

○配布対象 20歳以上の市民 

○配布数   2,000通 

○回収数   792通 

○回収率   39.6％ 

地域共生社会の実現に向けたアンケート 

参加 

 

○配布対象 福祉委員及び協力員 

○配布数   1,226通 

○回収数   794通 

○回収率   64.8％ 

福祉委員意識調査 

意見・ 

提案 

情報 

把握 

意見・ 

提案 

情報 

把握 

 

○各小学校区（13校区）の住民対象 

○参加者数 752人 

  （第１回 409人、第２回 343人） 

地域ワークショップ＊ 

関係課など 
参加 

パブリックコメント＊ 

各種調査など 

公表 

意見・ 

提案 

 

○各小学校区（13校区）の住民対象 

○参加者数 104人 

意見交換会 

事務局（高齢福祉課・ 

社会福祉協議会） 

河内長野市地域福祉計画 

策定委員会 

 
河内長野市・ 

河内長野市社会福祉協議会 

河内長野市地域福祉推進協議会 
（学識経験者、医療・福祉関係者、 

地域団体の代表者等） 

河内長野市社会福祉協議会
地域福祉活動計画策定委員会 
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（２）アンケートの実施 

平成 31 年２月から３月にかけて、市民を対象にした「地域共生社会の実現に向けたアン

ケート」及び福祉委員を対象とした「福祉委員意識調査」を実施しました。 

①地域共生社会の実現に向けたアンケート 

 対象者：20歳以上の市民から無作為抽出 

 配布数：2,000 通 

 回答数：792通（回収率 39.6％） 

②福祉委員意識調査 

 対象者：福祉委員及び協力員 

 配布数：1,226 通 

 回答数：794通（回収率 64.8％） 

 

（３）地域ワークショップ及び意見交換会の実施 

令和元年 10月から令和２年１月にかけて、計画の策定過程に幅広く市民が参画する機会

として小学校区ごとに地域ワークショップを開催しました。地区（校区）福祉委員会や自

治会、地域まちづくり協議会、民生委員・児童委員、老人クラブなど各種団体や社会福祉

施設、医療機関などからのべ 752 人の参加をいただき、各小学校区における地域福祉活動

の目標を検討しました。 

また、ワークショップでの意見をまとめた各小学校区の地域福祉活動目標案の確認と今

後の活動に向けた意見交換会を行いました。 

 ■地域ワークショップ 

  実施回数：26 回（各小学校区２回ずつ実施） 

  内容： 

   ①地域内の活動状況の確認及び課題等の聞き取り 

   ②各小学校区の地域福祉活動の目標検討 

  参加者数： 

   １回目：409 人 

   ２回目：343 人 

 ■意見交換会 

  実施回数：13 回（各小学校区１回ずつ実施） 

  内容：地域福祉活動目標案の確認及び今後の活動についての意見交換 

  参加者数：104 人 

 

（４）パブリックコメントの実施 

市民ニーズを十分に踏まえながら多様な意見を反映させるため、計画に対するパブリッ

クコメントを募集しました。 

 募集期間：令和２年 12 月 21日から令和３年１月 20 日 

 意見件数：０件  
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６．SDGs の達成に向けた取り組みの推進 

 

河内長野市では、平成 27（2015）年に国連サミット

において採択された SDGs（Sustainable Development 

Goals-持続可能な開発目標）「誰一人取り残さない持

続可能で多様性と包摂性のある社会」の実現をめざし、

経済、社会、環境をめぐる幅広い分野の課題に対して

総合的に取り組むこととしています。 

本計画は、SDGsの 17の目標のうち、次の目標の達成に向けた取り組みを推進するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画策定にあたっては、SDGsの主要５原則のうち「参画型」に則り、地域住民や事業者

が当事者として参画し、持続可能なまちづくりに向けた議論が展開されました。今後も市、

社会福祉協議会、地域住民、支援専門機関や福祉関係者など多様な主体とのパートナーシッ

プを確立しつつ計画を推進していきます。 

また、SDGsの基本理念でもある「誰一人取り残さない」社会に向けて、支援が必要な人に

必要な相談やサービスが行き届き、市民一人ひとりがつながり、地域をともに創っていく「地

域共生社会」を実現していきます。 

  

目標１【貧困をなくそう】 
あらゆる場所あらゆる形態の貧困を

終わらせる 

目標３【すべての人に健康と福祉を】 
あらゆる年齢のすべての人々の健康

的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標５【ジェンダー平等を実現しよう】 

ジェンダー平等を達成し、すべての女

性及び女子の能力強化（エンパワーメ

ント）を行う 

目標 11【住み続けられるまちづくりを】 

包括的で安全かつ強靭（レジリエン

ト）で持続可能な都市及び人間居住を

実現する 

目標 16【平和と公正をすべての人に】 

平和で包括的な社会の促進、すべての人々

への司法へのアクセス提供、効果的で説明

責任のある包括的な制度の構築を図る 

目標 17【パートナーシップで目標を達成しよう】 

持続可能な開発のための実施手段を

強化し、グローバル・パートナーシッ

プを活性化する 
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※統計データ及びアンケート結果の概要は

資料編にて掲載しています。 

Ⅱ．本市の地域福祉に関する現状と課題 

１．本市の地域福祉に関する現状 

（１）人口・世帯の動向 

平成 27 年度から令和元年度までの人口・世帯数の推移をみると、令和元年度は 104,031

人と、平成 27 年度から 4.6％減少しています。また、世帯数は微増傾向にある中で、１世

帯あたり人員は減少傾向を示しています。 

年齢４区分別人口についてみると、75歳以上の後期高齢者人口は増加傾向にありますが、

年少人口、生産年齢人口、前期高齢者人口はいずれも減少傾向を示しています。 

 

■人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【各年度３月末現在】 

■年齢４区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【各年度３月末現在】 

  

12,005 11,682 11,324 11,000 10,657 

63,044 61,596 60,071 58,634 57,246 

18,733 18,557 18,320 17,925 17,690 

15,257 16,128 16,998 17,818 18,438 

109,039 107,963 106,713 105,377 104,031 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

109,039 107,963 106,713 105,377 104,031 

47,285 47,352 47,379 47,409 47,453 

2.31 2.28 2.25 2.22 2.19 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）（人、世帯）

人口 世帯数 １世帯当たり人員
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11.0 10.8 10.6 10.4 10.2 

57.8 57.1 56.3 55.6 55.0 

17.2 17.2 17.2 17.0 17.0 

14.0 14.9 15.9 16.9 17.7 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

 

年齢４区分別人口の構成比をみると、75歳以上の高齢者人口割合は上昇傾向にあります。

令和元年度の高齢化率は 34.7％と総人口の３人に 1人が高齢者となっています。 

 

■年齢４区分別人口構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳【各年度３月末現在】 

 

 

高齢化率の推移についてみると、河内長野市、大阪府、全国のいずれも上昇傾向にあり

ます。本市の高齢化率は平成 22年以降、全国や大阪府の平均よりも高い数値となっていま

す。 

 

■河内長野市・大阪府・全国の高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

9.7 

12.1 

15.1 

19.3 

25.0 

31.1 

9.7 
11.9 

14.9 

18.5 

22.1 

25.8 

12.0 

14.5 

17.3 

20.1 

22.8 
26.3 

8.0

16.0

24.0

32.0

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）

河内長野市 大阪府 全国
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2,070 2,841 3,786 5,007 
3,936 

5,139 
6,716 

8,176 6,420 

6,967 

7,641 

7,794 

12,426 

14,947 

18,143 

20,977 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）

ひとり暮らし 夫婦のみ その他 高齢者世帯総数

3,531 
2,620 2,843 

3,645 3,834 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（回）

（２）高齢者世帯の動向 

65歳以上の高齢者のいる世帯は増加しており、平成 27年で 20,977世帯となっています。

そのうち高齢者のひとり暮らしは、5,007 世帯、高齢者夫婦のみ世帯は 8,176 世帯で、平成

12 年よりそれぞれ 2.4倍、2.1倍と増加しています。 

 

■高齢者世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

 

（３）児童虐待相談の動向 

家庭児童相談室の児童虐待相談数の推移についてみると、平成 28年度に大幅減少しまし

たが、平成 29年度以降増加に転じ、令和元年度で 3,834回となっています。 

 

■家庭児童相談室の児童虐待相談数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：河内長野市 
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２．本市の地域福祉を取り巻く課題 

（１）社会的背景の変化に伴う全国的な課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○人口減少が本格化し、あらゆる分野で地

域社会の担い手が減少しており、例え

ば、近年大規模な災害が多発する中で災

害時の支援ニーズへの対応においても

課題となるなど、地域社会の持続そのも

のへの懸念が生まれている 

○高齢者、障がい者、生活困窮者などは、

社会とのつながりや社会参加の機会に

十分恵まれていない 

〈人口減による担い手の不足〉 

◆一方、地域の実践では、多様なつなが

りや参加の機会の創出により、「第４

の縁」が生まれている例がみられる 

○日本の社会保障は、人生において典型的と考えられるリスクや課題を想定し、その解決

を目的として、それぞれ現金給付や福祉サービス等を含む現物給付を行うという基本的

なアプローチの下で、公的な保障の量的な拡大と質的な発展を実現してきました。 

○これにより、生活保障やセーフティネットの機能は大きく進展し、社会福祉の分野では、

生活保護、高齢者介護、障がい福祉、児童福祉など、属性別や対象者のリスク別の制度

が発展し、専門的支援が提供されるようになりました。 

○その一方で、個人や世帯が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化してきています。

これらの課題は、誰にでも起こりうる社会的なリスクといえますが、個別性が極めて高

く、分野別の各制度の下での支援が難しいものも出てきました。 

日本の福祉制度の変遷と現在の状況 

◆一方、地域の実践では、福祉の領域を

超えて、農業や産業、住民自治などの

様々な資源とつながることで、多様な

社会参加と地域社会の持続の両方を

めざす試みがみられる 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超え

て、地域や一人ひとりの人生の多様性を前提とし、人と人、人と社会がつながり支えあ

う取り組みが生まれやすいような環境を整える新たなアプローチが求められています。 

○地域のつながりが弱くなり支えあいの

力が低下するとともに、未婚化が進行す

るなど家族機能が低下 

○経済情勢の変化やグローバル化により、

いわゆる日本型雇用慣行が大きく変化 

血縁、地縁、社縁という、日本の社会保

障制度の基礎となってきた「共同体」の

機能の脆弱化 

〈共同体機能の脆弱化〉 
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（２）アンケート、地域ワークショップから見えてくる本市の課題 

① 地域のつながりに関する事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域で助けあいが必要だと考えている人は９割以上いるのに対し、日常生活での介助や

手助けをお願いしたい人は７割以下となっています。 

《地域での助けあいの必要性》 《日常生活での介助や手助け》 

28.2%

65.7%

3.7%
1.0% 1.5%

とても必要だと思う ある程度必要だと思う

あまり必要だと思わない まったく必要だと思わない

無回答

（Ｎ＝792）

13.1%

55.7%

29.2%

2.0%

ぜひお願いしたい 少し抵抗感があるがお願いしたい

手助けをしてほしいとは思わない 無回答

（Ｎ＝792）

《５年前と比較した住民相互の助けあいの必要性の変化》 

普段から地域福祉活動に携わっている地区（校区）福祉委員に対して、住民相互の助け

あいの必要性の変化について、５年前との比較で尋ねたところ、半数近くが「必要性が強

くなった」と答えています。 

49.6 

0.4 

9.2 33.9 6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉委員（N=794）

必要性が強くなったと思う 変わらない 必要性が弱くなったと思う

わからない 無回答
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《アンケートや地域ワークショップなどでの意見》 

・近所づきあいがだんだんなくなってきて、助けあえる関係が育っていない。 

・核家族が多くなっているので、いざという時は近隣住民の力が必要ではないかと思う。 

・遠く離れて暮らす子どもたちが助けに来ることが難しいので、近所で助けあっていきたい。 

・高齢者世帯が増えてきているので、お互いに支えあっていくことが必要だと思う。 

・昔ながらの向こう三軒両隣で支えあうことが大切だと思う。人と人とのつながりがあれば元

気になる。 

・見守りやちょっとしたお手伝いを申し出ても、遠慮して頼ってくれない。 

・近所の人が一番地域のことをわかっているので、近所同士で助けあうのが良いと思う。 

・公園などで子育て世代に声をかけるのも気を使う。 

★地域のつながりを深め、支えあえる関係づくりが必要 

少子高齢化や核家族化などにより高齢者のひとり暮らし、高齢者のみの世帯が増えてき

ています。また、地域のつながりも希薄化し、身近な見守り機能が低下してきている中、

多くの人が近所のつながりや助けあいを必要と感じていることが地域ワークショップなど

での意見からうかがえます。 

アンケート結果によると、多くの人が地域での助けあいが必要と答えましたが、それに

比べ手助けをお願いしたいと答えた人の割合は少なくなっています。また、住民相互の助

けあいについて地区（校区）福祉委員の半数近くの人が５年前より必要性が強くなったと

答えています。 

こうしたことから、福祉意識の向上や住民同士の交流の場づくり、見守り体制の強化な

ど地域でのつながりを深め、お互いに助けてほしいと言える関係づくり、支えあえる関係

づくりの必要性が見えてきました。 
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② 困りごとや相談に関する事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日常生活で不安に感じていることとして、最も上位に表れているのは、免許証を返納後

の通院や買い物となっています。しかし、高齢者の回答が多いことによる偏りもあること

から、次いで高くなっている、大きな病気などの時に誰に頼っていいかわからないことや、

頼める人が近くにいないことなども、地域における大きな課題であると考えられます。 

《日常生活で不安に感じていること（上位５項目》 

38.1%

21.8%

20.5%

19.8%

13.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

免許証を返納後通院や買い物に出るのが難しくなりそう

大きな病気などの時誰に頼っていいかわからない

頼める人が近くにいない

足腰に負担のかかる作業ができない（難しくなってきた）

避難所まで遠く、災害時に一人で行くことができない

46.2%

31.1%

28.7%

9.7%

16.2%

10.4%

9.7%

24.7%

34.7%

28.0%

30.7%

24.4%

29.5%

21.8%

24.4%

27.9%

14.6%

35.1%

33.1%

58.8%

47.6%

60.4%

58.8%

41.4%

4.4%

5.8%

7.6%

7.1%

6.7%

7.4%

7.1%

5.9%

0% 50% 100%

民生委員・児童委員

地域包括支援センター

子ども・子育て総合センター

基幹相談支援センター「ピアセンターかわちながの」

障がい者相談支援事業所

CSW（               ）

生活困窮者相談支援員

社会福祉協議会の窓口

知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない 無回答

《各種相談機関の認知度》 

各種相談機関の認知度を見ると、民生委員・児童委員が最も認知度が高くなっています。

次いで、地域包括支援センターや子ども・子育て総合センターといった、高齢者や子育て世

帯対象の相談機関についても認知度が高くなっています。反対に、基幹相談支援センターや

ＣＳＷ＊、生活困窮者相談支援員などについては、半数以上が知らないと回答しています。 
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《アンケートや地域ワークショップなどでの意見》 

・必要とされている支援が多岐に渡っているので、困ったときに相談や支援を受けられる窓口

がどこになるかわからない。 

・日頃思っていることを井戸端会議のように何でも気軽に話すことができる場所があれば良い

と思う。 

・困ったときになんでも相談できる場所がほしい。 

・相談したいと思った時にどこに行っていいかわからないし、敷居が高い気がしてなかなか相

談できない。 

・地域の団体の個々の活動は充実しているが、それをつなぐ太い関係性がない。 

・困りごとがあっても、相談できる人が近くにいなくて困っている。 

 

★身近な地域で支えられる環境づくりが必要 

地域ワークショップやアンケートの自由意見では、どこに相談して良いかわからない、

近くに相談できる場所がないなどの意見が多くありました。また、各団体の活動は充実し

ているが、それらのつながりが薄いという意見もありました。 

アンケート結果では、日常生活で不安を感じていることの上位に、誰を頼っていいかわ

からない、頼める人が近くにいないという項目が挙がっています。また、各種相談機関に

関する質問では、知らない、またはよく知らないと答えた人の割合が知っていると答えた

人を超えています。 

こうしたことから、民生委員・児童委員や福祉委員会をはじめとする地域の支援活動の

充実に併せて、各相談機関の周知やアウトリーチ＊による相談支援の促進など、身近な地

域で支援を受けられる環境づくりが必要であることがわかります。 
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③ 連携に関する事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《アンケートや地域ワークショップなどでの意見》 

・今活動している地域の団体だけでは限界がある。もっとたくさんの人が関わって地域を盛り

上げてほしい。 

・自治会だけでは解決できない地域課題がある。 

・高齢化により、これまで続けてきた活動が困難になってきている。 

・社会福祉法人の助けがあって住民主体の移動支援を実現できた地域がある。ほかの地域でも

そういう事例が増えると良い。 

・福祉活動に学生さんが参加してくれると、みんなが元気になる。 

・まずは自分たちでできるところを。手に負えない部分については、市や専門機関などにサポ

ートしてもらいたい。 

・市役所や社会福祉協議会、他団体や施設などとも連携して地域全体でまちづくりを進めては

どうか。 

★あらゆる主体の協働によって地域を支える体制づくりが必要 

活動や地域ワークショップの中で、既存の地域活動団体だけでは解決できない課題があ

り、様々な団体同士の協働とそれを取り巻く支援専門機関との連携が必要であるという意

見がありました。また、これまで進めてきた活動も、活動者の高齢化により担い手が確保

できず継続が難しくなってきたという意見も見られました。一方、これまで関わる機会の

少なかった福祉分野以外の団体や民間企業などとの連携により、多世代の参画と新たな価

値を生み出すことがわかってきました。 

こうしたことから、地域で活動する団体を取り巻く、市、社会福祉協議会、社会福祉法

人や事業者、学校などの関係機関が連携・協働してまちづくりを進める必要性が見えてき

ました。 
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Ⅲ．計画の基本理念と基本目標 

１．基本理念 

地域福祉の推進にあたっては、市民一人ひとりの努力、住民同士の支えあい、公的な福祉

サービス・支援が、それぞれの強みを活かしながら相互に連携・協力していく関係を築くこ

とが求められます。 

子どもから高齢者まで、また、障がい者や生活困窮者など、生活上の困難を抱えた市民も

含めた誰もが住み慣れた家庭や地域で暮らし続けていくためには、日常からお互いのことを

思いやり、必要な時に助けあえる関係を築いておくことが重要です。 

これまでの地域のつながりや支えあう関係の構築を掲げた基本理念「だれもがともに生き、

つながり、支えあう、人の温もりが感じられるまち、かわちながの」を引き継ぐとともに、

さらに今後の地域福祉を進めるうえで重要となる「地域共生社会の実現に向けたまちづくり」

を含めて基本理念とします。 

 

 

◆基本理念 

 

 

  

誰もがともに生き、つながり、支えあう、 

人の温もりが感じられるまち、かわちながの 

～地域共生社会の実現に向けたまちづくり～ 
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２．基本目標 

基本理念の実現と課題解決のため、３つの地域社会をめざし、基本目標として掲げます。 
 

 

 

 

少子高齢化や核家族化の進行などにより、高齢者のひとり暮らし、高齢者のみの世帯が

増えてきています。また、地域のつながりの希薄化が進み、身近な見守り機能が低下して

きています。 

誰もが安心して住み慣れた地域で暮らしていけるよう地域のつながりを取り戻し、住民

同士で支えあい、ともに生きる地域社会をめざします。 

 

 

 

 

 

地域の誰もが孤立することなく、「助けてほしい」の小さな声に気付くためには、住民同

士の支えあいによる身近なセーフティネットが重要になります。 

地域での課題検討や相談を受け止める場づくりを進めるとともに、支援専門機関や地域

活動団体の活動基盤を整備し、誰もが身近な地域で支援を受けられる地域社会をめざしま

す。 

 

 
 

 

 

地域社会を取り巻く環境が変化し、個人や世帯の抱える問題が多様化・複雑化してきて

います。地域活動団体だけでは対応が難しいケースや専門機関では気付けない小さなＳＯ

Ｓなどを包括的に受け止め解決していくためには、地域の身近なセーフティネットとそれ

を取り巻く支援専門機関が連携した重層的な体制が必要です。 

さらに、個別の問題だけでなく地域全体の課題に対しても、多様な関係機関や地域活動

団体、事業者、学校など多様な主体が連携・協働して取り組んでいける地域社会をめざし

ます。  

 １ 地域のつながりの中で、ともに支え、ともに生きる地域社会 

 ２ 誰もが困ったときに身近なところで支援を受けられる地域社会 

 ３ あらゆる主体の協働により福祉活動が実践される地域社会 
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誰もがともに生き、つながり、支えあう、 

人の温もりが感じられるまち、かわちながの 

～ 地域共生社会の実現に向けたまちづくり ～ 

３．施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

〔基本理念〕 

地域のつながりの中で、ともに支え、 

ともに生きる地域社会 

〔基本目標１〕 

〔基本目標２〕 〔基本目標３〕 

誰もが困ったときに身近なところで

支援を受けられる地域社会 

あらゆる主体の協働により福祉活動

が実践される地域社会 

３つの基本目標を達成するために、 

４つの施策の方向性と地域福祉活動目標を展開 

〔施策の方向性と展開〕 

Ⅰ．地域福祉の担い手づくり 

（１）福祉と人権尊重に関する意識醸成 

（２）地域福祉活動の担い手育成と資質の向上 

Ⅳ．安全・安心な暮らしを守る環境づくり 

（１）災害時・緊急時対策の推進 

（２）防犯対策の推進 

Ⅱ．支えあいの地域づくり 

（１）多様な主体による地域福祉活動の推進 

（２）多様な地域交流の促進 

（３）地域における支えあい体制の構築 

Ⅲ．地域を支える基盤づくり 

（１）包括的支援体制の整備 

（２）権利擁護の推進 

小
学
校
区
ご
と
の
地
域
福
祉
活
動
目
標 

（
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
取
り
組
む
こ
と
） 
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Ⅳ．施策の方向性と展開 

≪施策の方向≫Ⅰ．地域福祉の担い手づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●【基本施策】●● 

 （１） 福祉と人権尊重に関する意識醸成 

 誰もが地域の福祉課題に関心を持ち、福祉と人権の意識を身につけられるよう子どもの

頃から様々な機会や方法により意識啓発や教育を推進します。 

① 人権尊重に関する意識醸成 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 人権啓発の推進 

｢河内長野市思いやりとぬくもりのある人権尊重のまちづくり条例｣や｢河内長野市人権

施策推進プラン｣に基づき、家庭や学校、地域活動団体、職場等と連携を深め、市民相

互に人権を尊重し、部落問題をはじめとしたあらゆる差別を許さない社会づくりを進め

ます。 

  

★ 各施策のアイコンについて 

 各施策の横に表示しているアイコンは、該当する基本目標を表しており、基本目標を達成

するために、それぞれの施策を推進します。 

 

基本目標１ 地域の「つながり」の中で、ともに支え、ともに生きる地域社会 

 

基本目標２ 誰もが困ったときに身近なところで「支援」を受けられる地域社会 

 

基本目標３ あらゆる主体の「協働」により福祉活動が実践される地域社会 

 

★ 【重点施策】について 

 本計画において、特に重点的に取り組むものについて表記しています。 

 

し え 
ん 

誰もがともに生き、つながり、支えあう地域づくりを進めるためには、市民の一人

ひとりが地域の生活課題を認識・共有し、自分にできることを考え、行動していくこ

とが大切です。また、それぞれの地域の中で、多様な支援活動の担い手となる市民の

存在が、地域福祉推進の原動力となります。 

そのため、子どもの頃からの福祉・人権教育やライフステージに応じた多様な教育

機会を提供することで、生涯にわたる地域福祉活動の担い手の育成を図ります。 

また、住み慣れた地域で安心した暮らしを継続できるよう、日常生活支援の担い手で

ある医療・介護・福祉等の専門職の資質の向上と連携を図るとともに、誰もが地域福祉

活動に幅広く参画することをめざし広報の充実や参加のきっかけづくりを進めます。 

り 
つ な 
が 
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② 地域における福祉教育の推進 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 地域福祉活動に関する啓発 

広く市民が地域福祉に関する理解を深められるよう、各種講座に福祉活動に関する事項

を組み入れるなど福祉教育の機会に参加しやすい環境を整えます。 

⚫ 学校における福祉教育の推進 

学校や社会福祉施設等と連携し、障がいや認知症などへの理解を深めるため各種講座や

子どものボランティア体験・職場体験等を推進します。また、小中学校、高等学校にお

いて福祉学習プログラムを実施し、子どもの頃から地域福祉について考え、関心を持つ

きっかけづくりを進めます。 

⚫ 地域における福祉学習の推進 

地区（校区）福祉委員会や地域まちづくり協議会等の地域活動団体が連携を深め、住民

が福祉についての理解を深められるよう、地域における福祉学習を推進します。 

参 考 指 標 
指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

認知症サポーター＊数 10,909人 12,000人 

 

 

  

り 
つ な 
が 

コラム① 生きる力を育む福祉学習プログラム 

「私たちの地域で誰もが幸せに暮らしていくためには何をすればいいのか。」

「課題に気付き、それを解決していくにはどのようにすればいいのか。」そうし

たことを様々な人と共に考え、行動するための力を育むことが福祉教育です。 

たとえば福祉学習プログラムの車いす介助編では、車いすの使い方だけでな

く、人に対しての声のかけ方や接し方についても学びます。大切なのは、障がい

者や高齢者への対応を「他人ごと」ととらえるのでなく、身近な「自分ごと」と

して意識してもらう事です。 

このような体験を通して他者の立場や心情を思いやり、支えあう心や姿勢を学

ぶことで「共に生きる力」を養うことにつながります。 
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（２） 地域福祉活動の担い手育成と資質の向上 

地域住民が主体となる日常生活支援などのボランティア活動を推進し、地域における幅

広い支援の担い手づくりに取り組みます。 

また、地域において、個別支援や地域課題の解決に向けた活動を行うＣＳＷ（コミュニ

ティ・ソーシャル・ワーカー）を配置するとともに、安心した日常生活の支えとなる医療・

介護分野の多職種専門職の資質向上と相互の連携体制の構築を推進します。 

① 市民ボランティア養成 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ ボランティア活動のきっかけづくり 

多くの人がボランティアに興味・関心を持つよう効果的な情報提供や各種講座等を実施

し、活動に参加しやすい環境を整えます。 

⚫ 幅広い人材の参画促進 

元気な高齢者や障がい者が地域福祉活動に幅広く参加できるよう広報の充実を図りま

す。また、若年世代が地域福祉に関心を持つよう、地域活動団体を通じて啓発や参加機

会の拡充を進めます。 

参 考 指 標 

指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

地域のまちづくり活動への参加状況 

（年１回以上参加した市民の割合） 
51.7％ 52.0％ 

 

② 専門職の活動支援と資質向上 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ ＣＳＷの配置 

ＣＳＷの適正な配置と資質の向上を図り、大阪府の「市町村におけるＣＳＷの配置事業

に関する新ガイドライン」に沿った個別支援活動の充実とともに地域支援活動への発展

につなげていきます。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 専門職の資質向上 

高齢化の進展とともに増加する認知症高

齢者等が、地域や施設等において安心して

生活が送れるよう介護や福祉に従事する

専門職を対象とした認知症対応力向上研

修などを実施します。 

⚫ 専門職の資質向上 

ＣＳＷをはじめコミュニティワーカー、ボ

ランティアコーディネーター、生活支援コ

ーディネーター＊などによる情報共有や

研修実施など専門職や相談員の資質向上

に努めます。 

 

  

し え 
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≪施策の方向≫Ⅱ．支えあいの地域づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●【基本施策】●● 

（１） 多様な主体による地域福祉活動の推進 

身近な地域において地区（校区）福祉委員会や民生委員児童委員協議会、自治会、地域

まちづくり協議会、老人クラブなどが、声かけ・見守り活動やサロン、世代間交流の食事

会など様々な地域福祉活動を展開しています。こうした地域に根付いた活動に支援を行う

ことで、身近な支えあい活動を推進します。 

① 地域活動団体の支援 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 地域活動団体の支援 

地域で活動を展開する各団体を支援し、地域福祉活動の活性化につなげます。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 民生委員・児童委員の定員充足 

民生委員・児童委員の定員充足や体制の整

備に努めます。 

⚫ 地区（校区）福祉委員会の活動支援 

地区（校区）福祉委員会の活動状況や課題

等を共有し、解決に向けて取り組めるよう

研修会や交流会を実施するなど活動充実

に向けて支援します。 

⚫ 民生委員・児童委員の活動支援 

民生委員・児童委員が活動しやすい環境づ

くりに努めます。 

参 考 指 標 
指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

民生委員・児童委員充足率 93.3％ 95.0％ 
  

これまで社会福祉協議会をはじめとした関係団体、支援専門機関、地域住民や幅広

い福祉関係者の連携により、時代の変化と地域の状況に対応した福祉サービス、福祉

活動の充実を進めてきており、これらは本市における地域福祉の土台として今後も維

持・継続・発展させていくことが重要です。 

地区（校区）福祉委員会、民生委員児童委員協議会などの活動や幅広い分野のボラ

ンティア活動に対する支援を行い、地域の中で様々な地域福祉活動が活発に行われる

よう推進していきます。 

また、これらの多様な活動団体同士や住民個人、企業や商店、学生などの連携によ

る地域福祉活動を推進し、地域における支えあいネットワークの構築をめざします。 
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② ボランティアなど市民活動の推進 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ ボランティア活動の充実 

地域福祉活動への関心が高まり、住民主体の支えあいや交流が進むようボランティア活

動の充実を図ります。 

⚫ 住民主体の支えあい活動の促進・支援 

生活支援コーディネーターを配置し、協議体活動を進めることにより、地域の社会的資

源と連携を図り、地域のニーズの掘り起こしや住民が主体となる支えあいの仕組みづく

りを進めます。 

⚫ 中間支援機能の充実 

ボランティア・市民活動センターを通して、さらなる機能充実を図ります。特に、プラ

ットフォームとしての機能を発揮し、あらゆる主体の協働により福祉活動が実践される

つながりづくりを支援します。また、新たなニーズとして想定されるコミュニティビジ

ネスやソーシャルビジネスなどの手法も視野に入れた支援を行います。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ ＮＰＯ＊法人の認可 

市民公益活動を行うＮＰＯ法人の立ち上

げと円滑な運営を支援するため、講座の開

催や相談・助言を実施します。 

⚫ 市民公益活動支援基金の運用 

市民公益活動に直接携わることができな

い人も寄付という形でまちづくりに参加

できるよう、市民、市民公益活動団体、事

業者などからの寄附金を基金に積み立て、

市民公益活動支援補助金の原資として市

民公益活動を支えます。また、マッチン

グ・ギフト型の方式とすることで、寄せら

れた寄附金と同額を市も基金に上乗せし

て積み立てます。 

⚫ ボランティア活動の支援 

ボランティアのニーズと活動団体（者）を

つなぐコーディネート機能を強化し、マッ

チングによる活動促進を図ります。また、

ボランティア養成講座等を受講した人が

活動につながるよう社会福祉施設など

様々な主体との連携による活動の場を提

供します。 
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③ 多様な活動主体のネットワークづくり 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 活動主体間のネットワークづくり 

生活支援コーディネーターを中心とした協議体の開催や地域包括支援センター等と連

携により様々な活動主体間の情報共有・連携強化の場づくりを進めます。 

⚫ 社会福祉法人や企業、商店等との連携による地域福祉活動の促進 

地域の多様なニーズに対応できるよう、企業や商店、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等の地

域活動への参加を促進します。 

⚫ 学生等との連携促進 

大学等が持つ専門性や学生の活力を活かすことで地域課題の解決につなげます。 

 

 

  

コラム② 社会福祉法人との連携による買物支援 

高台にある住宅団地の楠翠台では、平日毎日「なんすいひまわり号」が河内長

野駅からイズミヤ河内長野店の駐車場を経由して住宅地に向けた運行をしてい

ます。 

この地域は坂が多く、多くの高齢者が買物や通院に不便を感じていました。住

民同士の助けあいでなんとかならないかと楠翠台自治会の内部組織「なんすいひ

まわり委員会」で検討したものの、担い手の高齢化などにより事業化は叶いませ

んでした。 

地域だけではどうにもならないと生活支援コーディネーターを通じて社会福

祉法人みなと寮に協力を依頼したところ、地域貢献の一環としてワゴン車と運転

手を提供してくれることが決まりました。その後、地域内でのアンケートやルー

トの検討を経て実施に至り、現在は毎日数人が利用し、にぎやかなワゴン車の中

は交流の場にもなっています。 

イズミヤ河内長野店もこの取り組みに非常に前向きで、ひまわり号の駐車場利

用やチラシの貼付などにも協力してくれています。 

地域住民だけでは困難だった買物支援の取り組みも、社会福祉法人やスーパー

の協力を得て実施することができ、今では住民の生活をささえる取り組みの一つ

になっています。 
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（２） 多様な地域交流の促進 

身近な地域において誰もが気軽に集い、交流し、地域福祉活動を実践していく機会や場

づくりを進めます。また、地域の中で多様な交流を促進するため、既存施設の有効活用や

学校開放、民間事業者との連携を強化し交流拠点の確保を図ります。 

① 地域活動の拠点づくり 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 身近な地域での交流の場づくり 

地域の誰もが気軽に集い、話をしたり情報交換や相談ができるよう民間事業者との連携

なども含めた身近な地域での交流の場づくりを進めます。 

⚫ 地域福祉拠点機能の充実 

市全域における地域福祉活動を統括する拠点の確保と機能充実を図ります。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 身近な地域での交流の場づくり 

地域住民の交流の場として、学校等施設の

開放を進めます。 

⚫ 身近な地域での交流の場づくり 

様々な主体による地域の居場所や交流の

場の立ち上げや運営支援を生活支援コー

ディネーターを中心に進めます。 

 

 

  

コラム③ 元気になる！まちかどカフェ 

千代田南町にある CAFE花❤花では、月に１回お店の一角でまちかどカフェ（認

知症カフェ）が開催されています。その日は、認知症勉強会や脳トレ、おしゃべ

りを楽しむために地域の人が集まり、和気あいあいと過ごしています。また、困

りごとや認知症に関する相談なども受けています。現在は新型コロナウイルス感

染予防のため規模を縮小しながらも、地域のカフェとボランティア、福祉委員、

民生委員・児童委員、地域包括支援センターなどとの連携により運営され、地域

の小さな居場所として定着してきています。 

今後も多様な主体の連携によりたくさん地域で居場所が増えていくことが期

待されます。 

り 
つ な 
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② 世代を超えた交流機会の促進 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ コミュニティ活動の促進 

自治会や地域まちづくり協議会などが地域特性や実情に合わせた効果的なコミュニテ

ィ活動を展開できるよう支援の充実を図ります。 

⚫ 世代間交流の促進 

学校や保育所、幼稚園、認定こども園、地域子育て支援拠点と地区（校区）福祉委員会

などの地域活動団体との連携を進め、子どもから高齢者まで幅広い年齢層の交流を促進

します。また、各学校に設置した学校運営協議会（コミュニティ・スクール＊）ヘ参画

し、家庭、地域、学校等が相互に連携し、地域ぐるみで子どもの教育活動を進めます。 

⚫ 地域の子育て支援の充実 

地域における子育てサークル活動や親子・親同士の交流、子育て相談、子育てサロンな

どの活動を支援し、子育て中の不安や負担感の軽減を図ります。 

⚫ 障がい者との交流の促進 

障がい者への理解を深め、地域での交流が進むよう、地区（校区）福祉委員会をはじめ

とした地域活動での交流の機会づくりを促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

り 
つ な 
が 



 

28 

（３） 地域における支えあい体制の構築 

誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らすことができるよう、生活課題を早期に把握し

地域で様々な相談を包括的に受け止め、解決を試みることができる環境整備や体制の構築

を進めます。 

① 課題を解決できる場づくり 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 地域づくりに向けた支援 【重点施策】 

地域が主体的に生活課題を把握し、その解決に向けて議論・検討できる場（協議体）の

設置を進めます。また、地域で生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制づくり

を進めます。 

⚫ 地域課題を解決する場の運営 【重点施策】 

幅広い支援専門機関や多職種が参加し、個別の課題検討や情報共有を通じてネットワー

クづくりから地域の課題発見に取り組む会議等を運営します。また、生活支援や移動支

援などテーマごとに地域の課題について情報共有や解決策の検討を行う協議体活動を

実施します。 

参 考 指 標 

指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

小学校区ごとの協議体設置数 
R7年度までに全小学校区で

の設置をめざす 

 

 

  

コラム④ 地域主体の生活支援 

美加の台と楠ヶ丘で活動している「生活困りごとサポート こ・こ・わ」では、

庭の草引きや電球交換、家具の簡単な修繕などのちょっとしたお手伝いを有償ボ

ランティアとしてサポートしています。 

この取り組みは、生活のちょっとした困りごとを地域で解決したい、自分が困

ったときに助けてもらいたい、「助けてほしい」を言える地域であってほしい、

そんな思いを実現するために第一層協議体で検討されました。 

市内ではまだ少ない有償ボランティアですが、気兼ねなく声をかけてもらえる

ように、この仕組みが長く続けられるようにと有償で実施することに決まりまし

た。美加の台、楠ヶ丘とも少しずつ地域で定着してきており、「こ・こ・わ」の

理念である優しい地域づくりに向けて一歩ずつ進んでいます。 

市内には「こ・こ・わ」以外にも、生活支援に取り組んでいる団体やこれから

検討をはじめる団体があります。今後このような取り組みがさらに広がっていく

ことが期待されます。 
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≪施策の方向≫Ⅲ．地域を支える基盤づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●【基本施策】●● 

（１） 包括的支援体制の整備 

誰もが安心して暮らすことができるよう相談しやすい環境を整備するとともに、８０５

０問題やダブルケアなど世帯が抱える複雑化・複合化した課題や「制度の狭間」のニーズ

に対応するため、高齢者や障がい者、子育て世帯、生活困窮者等を支援する多様な相談窓

口・支援専門機関等との連携・協働による包括的な支援体制の構築を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

誰もが住み慣れた地域の中で安心して暮らせるよう、高齢や障がい、子育て、貧困な

ど分野を問わない断らない相談窓口や支援専門機関の整備が必要です。 

さらに、支援が必要な人に必要な相談やサービスが行き届くよう地域と連携した発

見・対応の仕組みづくりが重要です。 

より複雑化・複合化する地域課題や生活課題に対応し、誰もが住み慣れた地域でその

人らしく暮らし続けることができるよう、各支援専門機関と地域活動団体との緊密なネ

ットワークの構築に努め、地域生活を支える基盤づくりを進めます。 

地域資源の創出 
政策形成に向けた提言 

市 全市的な仕組み、サービス開発、 

専門的・総合的支援機能 

 

昔ながらのご近所の助けあい 

 サロン活動 

見守り活動 

生活支援活動 

移動支援活動 

地域連携の支援 

支えあい活動の支援 

地域で解決できる 場 づくり 

地域で受け止める 場 の支援 

地域で受け止められない相談支援 

複雑・複合的解題の吸い上げ 

広域での連携支援、情報共有 

連 携 広域での連携 

課題検討・情報共有 

支えあいの 

仕組みづくり 

日常的な見守り・助けあい 

居場所などへの 

社会参加支援 

地域で解決できない相談 

複雑化・複合化した相談 

 

世代や属性に関わらず包括的に受け止める 

高 齢  
児 童  障がい  

教 育  
保 健  医 療  消費生活  

生活困窮  

総合的な相談支援体制   

小学校区に一人 

概ね中学校区に一人 

相談支援機関の 
ネットワーク化 

・コーディネート 

 
相談支援 

包括化推進員 

CSW 
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① 包括的支援体制の整備 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 情報発信の強化 

身近な相談窓口や福祉サービス、地域福祉に関する情報等について、誰もが必要な情報

を入手できるよう努めます。 

⚫ 自立に向けた支援の充実 

就労や居住に困難を抱える人に対する相談に応じるとともに、就労支援事業の実施や住

居確保給付金の支給など自立に向けた支援の充実を図ります。また、地域で運営してい

るサロンなどの居場所につなぎ、地域で安心して暮らせるよう支援します。 

⚫ 地域包括ケアシステムの深化 

高齢になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らせるよう、地域包括支援センター事業

を一層強化するとともに、地域ケア会議＊の推進、在宅医療・介護の連携、地域におけ

る支えあい体制の充実、介護予防・日常生活支援総合事業＊の推進、介護保険サービス

の充実に向けた取り組みを進めます。 

⚫ 重層的支援体制構築に向けた多機関協働の仕組みづくり 【重点施策】 

子育て、介護、障がい、貧困など世帯全体の複雑化・複合化した課題を受け止め、解決

に向けて支援するため、多様な支援専門機関等との連携・協働による包括的な支援体制

の構築を進めます。また、それぞれの課題に対する相談支援に係る事業を一体として実

施し、さらに参加支援・地域づくりも併せて実施する重層的支援体制の構築に向けて検

討を進めます。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 各種相談事業の充実 

高齢者、障がい者、子育て、人権、教育、

健康、就労、生活困窮、自殺対策、消費

生活などあらゆる分野での相談員のスキ

ルアップを図るとともに、アウトリーチ

による相談支援を実施するなど適切で質

の高いサービスの提供に努めます。 

⚫ 地域で相談を受け止める体制の支援 

住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

各小学校区に地域パートナー＊を配置し、

民生委員・児童委員や福祉委員（協力員）

と協働で相談会を実施するなど生活課題

に関する相談を地域で受け止める体制づ

くりを支援します。 

参 考 指 標 
指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

相談支援包括化推進員＊の配置 R7年度までに配置をめざす 

 

② 生活困窮者への支援と体制づくり 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 生活困窮者支援の充実 

地域の相談窓口や支援専門機関との連携を推進し、相談機能の充実を図ります。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 生活困窮者の自立に向けた支援 

生活困窮者を取り巻く課題解決と自立に向

け、支援専門機関等と連携を図りながら

個々の状況に応じた柔軟な支援を提供しま

す。また、子どもの学習・生活支援や家計

改善支援、ひきこもり支援、就労支援など

の事業を実施し、自立に向けて支援します。 

⚫ 生活困窮者の自立に向けた支援 

生活困窮に関する相談から「生活福祉資金

貸付事業」や「日常生活自立支援事業＊」

などの事業につなげるなど、生活に様々な

課題を抱える人の自立に向けて支援しま

す。 

し え 
ん 
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（２） 権利擁護の推進 

認知症や障がいにより判断能力が十分でない状態であっても、日常生活上で不利益を受

けることなく、その人らしい生活を送ることができるよう権利擁護の取り組みを推進しま

す。 

また、子ども、高齢者、障がい者などへの虐待、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

等の暴力を防止するため、相談窓口の周知や、大阪府、警察などの関係機関・団体と連携

して、相談、支援体制の充実を図ります。 

① 権利擁護の推進 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 人権啓発の推進 【再掲】 

｢河内長野市思いやりとぬくもりのある人権尊重のまちづくり条例｣や｢河内長野市人権

施策推進プラン｣に基づき、家庭や学校、地域活動団体、職場等と連携を深め、市民相

互に人権を尊重し、部落問題をはじめとしたあらゆる差別を許さない社会づくりを進め

ます。 

⚫ 虐待の防止 

虐待の早期発見や未然防止のため、支援専門機関等への相談・通報に関する啓発や正し

い理解の普及に努めます。また、子ども、高齢者、障がい者などへの虐待を防止するた

め、支援専門機関・団体等と連携し安全確保や適切な支援に努めます。 

⚫ ＤＶ等暴力の防止 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）などあらゆる暴力の防止と根絶に向け、男女の

人権を守るための啓発を進めるとともに、大阪府、警察、医療機関や各種団体等と連携

して、被害者の把握と安全確保、心身の健康回復等の相談・支援体制の充実に努めます。 

⚫ 孤立死＊や虐待防止等の見守り活動の促進 

地域住民や団体・支援専門機関・民間事業者などとの連携を強化することで孤立死や虐

待を防ぎ、地域における見守り体制の充実を進めます。 
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② 成年後見制度利用の促進【成年後見制度利用促進計画】 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 権利擁護の必要な人の発見・支援 

成年後見制度の理解を促進するため、幅広い制度周知を進めます。また、自治会や民生

委員・児童委員、地域包括支援センター、ＣＳＷをはじめ、医療・介護関係者等との地

域ネットワーク化を図り、各分野の活動から制度利用が必要な人の早期発見につながる

よう取り組みます。 

⚫ 早期の段階からの相談・対応体制の整備 

制度利用に伴い、安心した日常生活を維持するため、親族、医療・介護、福祉等の関係

者がチームを形成し、適切な総合的支援が行えるよう取り組みます。 

また、制度内容や手続き等の一般相談にとどまらず、制度利用者の個別事情に応じた多

角的な援助を視野に入れた相談が行えるよう体制づくりを進めます。 

⚫ 成年後見制度の相談・利用促進機能の充実 

チームに対し法律・福祉の専門職や支援専門機関が必要な支援を行い、成年後見制度利

用の課題検討や情報交換、調整等を行うため協議会を設置し、円滑な制度利用の促進に

向けた協議を進めます。 

また、制度利用促進に向けた専門的助言・支援や支援専門機関との調整を行い、協議会

の事務局として地域における連携ネットワークのコーディネートを行う中核機関＊の設

置・整備を進めます。 

⚫ 市民後見人＊の確保と支援 

様々な機会を通して市民の地域貢献ニーズを掘り起こし、より多くの市民後見人を養成

するとともにフォローアップ研修を実施するなど、継続的な活動支援に取り組みます。

また、市民後見人の受任が進むよう対象者とのマッチングを検討し、市民後見人の制度

利用促進を図ります。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 成年後見制度の利用促進 

本人や親族による後見申し立てが困難、ま

たは適切でない場合に、市長申立てによる

適切かつ迅速な手続きが行えるよう努め

ます。また、低所得者にかかる申し立て手

続き費用や後見人等の報酬費用の負担軽

減について検討します。 

⚫ 日常生活自立支援事業との連携 

必要に応じて日常生活自立支援事業利用

者が成年後見制度へ適切に移行できるよ

う支援します。 

参 考 指 標 
指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

市民後見人のバンク登録者数 14人 20人 

参 考 指 標 

指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

中核機関の設置 
R7年度までに設置・整備を

めざす 

 

  

し え 
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≪施策の方向≫Ⅳ．安全・安心な暮らしを守る環境づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●【基本施策】●● 

（１） 災害時・緊急時対策の推進 

ひとり暮らし高齢者や障がい者など、配慮を必要とする人を、日頃から地域で把握し見

守り、災害時等の緊急時に安否確認や支援を行うことができる体制を整備します。 

① 災害時救急時対策の充実 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 避難行動要支援者名簿の整備と支援体制の構築 

災害時等に支援が必要な人の名簿を整備し、同意を得た上で自治会や自主防災組織、民

生委員・児童委員、地区（校区）福祉委員会などと共有することで、日頃からの見守り

やつながりづくりを進め、緊急時の支援体制の整備につなげます。 

⚫ 地域での見守り活動の促進 

誰もが地域で安心して暮らせるよう、自治会や地区（校区）福祉委員会、民生委員・児

童委員、老人クラブ、ＣＳＷや地域包括支援センターが連携し、声かけや見守りなどの

活動を進めます。 

⚫ 福祉避難所＊の確保 

社会福祉施設連絡会と連携し、福祉避難所の設置・運営が円滑に行えるよう整備を図り

ます。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 自主防災組織の育成・支援 

自主防災協議会と連携し、引き続き自主防

災組織の育成・支援を進めます。また、高

齢者や障がい者などの参加も促しながら

防災訓練等の支援を行います。 

⚫ 災害ボランティア＊の養成 

災害ボランティア、災害ボランティアコー

ディネーターの養成や災害ボランティア

センターの設置・運営訓練を行うなど、災

害時に早期に対応できる体制づくりを行

います。 

参 考 指 標 
指標名 現状値（R1） 目標値（R7) 

自主防災組織化率 68.9％ 100％ 
  

し え 
ん 

近年、全国各地で大規模な災害が発生しており、安全・安心な暮らしを守るために

日頃の見守り体制の構築や防災対策の充実が重要になっています。 

避難行動要支援者の把握や日常的な見守り活動の促進などに併せ、地域での防災活

動を支援するなど、災害などの緊急時でもひとり暮らし高齢者や障がい者などの安全

が確保される環境づくりを進めます。 

また、子どもたちを犯罪や事故から守るため、学校や地域が連携した見守りのネッ

トワークの充実を図るほか、罪を犯した人が社会で孤立することなく、再び社会を構

成する一員となれるよう支援に取り組みます。 
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（２） 防犯対策の推進 

子どもたちを犯罪や事故から守るため、地域の自主防犯活動団体等の連携を強化し、見

守り等のネットワークの充実を図ります。 

高齢者や障がい者などが、振り込め詐欺をはじめとした様々な消費者被害にあわないよ

う、悪質商法の手口などの情報提供や相談対応の充実を図ります。 

また、過去に罪を犯した人の地域社会での立ち直りを助け、再び犯罪や非行に陥ること

のない環境づくりを推進します。 

① 防犯対策の充実 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 地域の防犯活動や見守り活動の充実 

防犯協議会をはじめとする地域における自主防犯活動団体の活動充実を図るとともに、

子どもたちを犯罪や事故の被害から守るための見守り活動を支援します。 

⚫ 孤立死や虐待防止等の見守り活動の促進 【再掲】 

地域住民や団体・支援専門機関・民間事業者などとの連携を強化することで孤立死や虐

待を防ぎ、地域における見守り体制の充実を進めます。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 消費者被害防止の啓発と相談体制の充実 

消費生活センターにおいて、消費者被害に

関する相談や疑問等に対するきめ細かな

対応を行うとともに、支援専門機関との連

携により対応力の向上に努めます。また、

消費者被害を防止するため、あらゆる機会

を通じて、悪質商法の手口などについての

情報提供に努めます。 

⚫ 更生保護関係団体の支援 

保護司会や更生保護女性会等の活動を支

援し、地域社会の犯罪・非行の未然防止の

啓発を進めます。 

⚫ 防犯に関する啓発の推進 

民生委員・児童委員や地区（校区）福祉委

員会など各団体と連携し、見守りや防犯に

関する啓発などを推進します。 
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② 再犯防止に向けた取り組み【再犯防止推進計画】 

主な取り組み（市と社会福祉協議会、市民が連携して取り組むもの） 

⚫ 更生保護活動や啓発活動の充実 

保護司会や更生保護女性会等の活動を支援し、犯罪や非行をした人たちの再犯防止と円

滑な社会復帰を促進します。 

また、犯罪や非行の防止と罪を犯した人の更生について理解を深め、それぞれの立場に

おいて力を合わせ、犯罪や非行のない地域社会を築こうとする「社会を明るくする運動」

を推進します。 

⚫ 人権啓発の推進 【再掲】 

｢河内長野市思いやりとぬくもりのある人権尊重のまちづくり条例｣や｢河内長野市人権

施策推進プラン｣に基づき、家庭や学校、地域活動団体、職場等と連携を深め、市民相

互に人権を尊重し、部落問題をはじめとしたあらゆる差別を許さない社会づくりを進め

ます。 

⚫ 自立に向けた支援の充実 【再掲】 

就労や居住に困難を抱える人に対して相談に応じるとともに、就労支援事業の実施や住

居確保給付金の支給など自立に向けた支援の充実を図ります。また、地域で運営してい

るサロンなどの居場所につなぎ、地域で安心して暮らせるよう支援します。 

主に市で取り組むもの 主に社会福祉協議会で取り組むもの 

⚫ 保健医療・福祉的支援の充実 

保護司会や更生保護女性会等の関係団体

や支援専門機関と連携し、罪を犯した人だ

けでなく高齢者や障がい者などを含め、誰

もが適切な保健福祉サービスが受けられ

るよう支援します。 

⚫ 生活困窮者の自立に向けた支援 【再掲】 

生活困窮者を取り巻く課題解決と自立に

向け、支援専門機関等と連携を図りながら

個々の状況に応じた柔軟な支援を提供し

ます。また、子どもの学習相談・生活支援

や家計改善支援、ひきこもり支援、就労支

援などの事業を実施し、自立に向けて支援

します。 

⚫ 保健医療・福祉的支援の充実 

保護司会や更生保護女性会、民生委員・児

童委員などと連携した心配ごと相談の実

施や、生活福祉資金の貸付など、罪を犯し

た人の立ち直りに必要な支援に取り組み

ます。 
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Ⅴ．小学校区ごとの地域福祉活動目標 

１．地域福祉活動目標について 

 地域の特性を活かしながら、より地域の実態にあった地域福祉活動を進めるために、基本福祉

圏である小学校区ごとに「地域福祉活動目標」を設定しました。 

 この活動目標は、５年間で達成することをめざして地区（校区）福祉委員会や民生委員・児童

委員、自治会、地域まちづくり協議会をはじめとする地域活動団体や社会福祉法人、医療機関、

商業者、学校など多様な主体が連携し、地域ぐるみで進めていきます。 

 検討にあたっては、より多くの人に主体的・積極的に参加いただくためにワークショップ形式

で進めました。住民による住民のための地域福祉活動となるよう、地域の現状や課題について話

しあい、それらを踏まえて今後５年間で地域の課題解決するための目標を検討しました。 

 

 

■目標設定の経過 

地域ワークショップ 

［１回目］ 

内容：地域内の活動状況の確認及び課題等の聞き取り 

 実施回数：13回（各小学校区１回ずつ実施） 

 参加者数：409人 

 

 

地域ワークショップ 

［２回目］ 

内容：各小学校区の地域福祉活動の目標検討 

 実施回数：13回（各小学校区１回ずつ実施） 

 参加者数：343人 

 

 

意見交換会 

内容：地域福祉活動目標案の確認及び今後の活動についての意見交換 

 実施回数：13回（各小学校区１回ずつ実施） 

 参加者数：104人 
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２．各小学校区の地域福祉活動目標 

１．長野小学校区 

《人口：14,472 人  世帯数：6,769 世帯  高齢化率：30.5％》R2 年 3月末現在 

 

●● 長野小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ だれもが「居場所」と感じる地域をめざす 

目標達成

のための

取り組み 

●高齢になっても役割があり元気に活動に参加できるよう、有償ボランティア

の活動を検討する。 

●「居場所」（食堂、体操教室、お茶会など）の充実を図る。 

 

●子どもから高齢者までが交流できる機会（場）を検討する。 

 

２ 地域福祉活動が継続できる仕組みを考える 

目標達成

のための

取り組み 

●清掃やカラオケ大会など、各団体それぞれで取り組んでいる活動を校区全体

で開催できるよう検討する（連携のきっかけとする。）。 

●校区内でのイベントなどの調整を図り、各団体間で手伝える関係を築く。 

 
●学校との連携で、子どもと交流できる機会を増やす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①学校を活用した事業など、子どもとの交流

の場があれば良いと思う。 

 

②今ある地域活動を継続するため、今後はネ

ットワーク化なども考えていかなければ

ならない。 

 

③校区内のイベントが重なるときがある。担

い手、参加者のことも考えて、できるだけ

調整し、たくさんの主体がお互いに助けあ

うことができれば。 

地域ワークショップでの主な意見 長野小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロン、うたごえ喫茶、音楽会など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路の見守り、夜回り、 

防犯パトロールなど 

--高齢者支援活動---------------------- 

 友愛訪問、配食、食事会、 

介護予防体操など 

--環境美化活動------------------------ 

 アドプトロード清掃、駅前清掃など 

--ふれあい活動------------------------ 

 ふれあいまつり、盆踊り、 

ほのぼのフェスタなど 

--まちづくり-------------------------- 

 酒蔵プロジェクト、高野まつりなど歴史 

資源を活用したまちづくり 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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２．小山田小学校区 

《人口：8,160 人  世帯数：3,800 世帯  高齢化率：35.8％》R2 年 3月末現在 

 

●● 小山田小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 人、団体、学校、企業などあらゆる主体のあたたかいつながり

を広げる 

目標達成

のための

取り組み 

●活動やイベントの情報発信をして、新しい参加者・担い手につなげる。 

 

●あらゆる主体が地域の課題を気軽に話しあえる場を広げる。 

 

●子どもから高齢者まで誰もが集える居場所を通じて世代間交流の場づくりを進める。 

 

２ いつまでも安心して暮らせる 支えあいの仕組みづくりを 

検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●買い物支援や移動支援など、地域で困っている人を支える仕組みを検討する。 

●あらゆる世代がともに支えあえる有償ボランティアの仕組みを検討する。 

●住民の見守り活動の意識を高め、見守りの輪を広げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①地域活動やボランティア活動へ参加しや

すい工夫、とっかかりが必要。 

 

②買い物や通院のための移動手段を考える

必要がある。 

 

③たくさんの人に参加してもらえるよう、地

域を好きになってもらえるよう活動やイ

ベントの情報発信が必要。 

地域ワークショップでの主な意見 小山田小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロンやカフェ、子ども食堂など 

--見守り活動-------------------------- 

 友愛訪問、通学路の見守り、夜回りなど 

--防災活動---------------------------- 

 ハザードマップ作成、救命講習、 

防災訓練など 

--健康づくり-------------------------- 

 ラジオ体操、ウォーキング、 

グラウンドゴルフなど 

--学校との連携事業-------------------- 

 放課後子ども教室、夏休み工作教室、 

芋ほり体験会など 

--環境美化活動------------------------ 

 除草、花壇整備など 

--ふれあい活動------------------------ 

 盆踊り、あやたホールまつり、 

ハロウィン行事、カラオケ大会など 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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３．三日市小学校区 

《人口：11,347 人  世帯数：4,836 世帯  高齢化率：26.4％》R2 年 3月末現在 

 

●● 三日市小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 地域で子どもたちを見守る、はぐくむ仕組みを考える 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもから高齢者まで世代を超えた交流の機会を検討する。 

 

●子どもを対象にしたイベント等を企画し、子どもの参加を促す。 

 

●子育てサロンの充実など、子どもやその親世代同士の交流を促進する。 

 

２ 地域福祉活動の充実・継続を考える 

目標達成

のための

取り組み 

●現在の活動を継続・充実するため、団体間の連携を図る。 

 

●たくさんの人が気軽に集まれる場（機会）をつくり、これまで参加しなかっ

た人を地域活動に巻き込んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①子どもから高齢者まで世代を超えた交流

の場が必要だと思う。 

 

②行事をしても参加する人が決まっている。

今参加していない人をどう引っ張ってく

るかが課題。 

 

③空き家などを活用して、若い人が発想力を

発揮できるような情報交換や活動の場づ

くりができないか。 

地域ワークショップでの主な意見 三日市小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 ミニ喫茶、サロンなど 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路の見守り、あいさつ運動、夜警など 

--健康づくり-------------------------- 

 歩こう会、モックル体操、 

元気アップ教室など 

--環境美化活動------------------------ 

 ふれあい花壇、神社清掃、 

烏帽子形公園自然観察会など 

--ふれあい活動------------------------ 

 秋祭り、夏祭り、盆踊り、餅つき大会、 

運動会、カラオケ大会など 

--学校との連携事業-------------------- 

 昔遊び、てくてくウォークラリー、 

地域歴史発見スタンプウォークラリーなど 

--まちづくり-------------------------- 

 交番ボランティア、歴史ウォーク、大河ドラ

マ誘致など歴史資源を活用したまちづくり 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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４．天見小学校区 

《人口：790 人  世帯数：390 世帯  高齢化率：52.5％》R2年 3 月末現在 

 

●● 天見小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 地域のつながりを広げる 深める 

目標達成

のための

取り組み 

●誰でも集まり、交流できる「居場所」をつくる。 

 

●放課後学習会などの取り組みをきっかけに、団体同士の連携を深める。 

 

●子どもから大人まで誰もが参加・交流できる、校区全体を対象としたイベン

トなどを検討する。 

 

２ 地域で支えあえる仕組みづくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●日常のちょっとした困りごとを地域で解決できるよう、見守り・声かけをし

たり、生活支援の仕組みを検討する。 

 

●気兼ねなく「手伝って」と言えるような仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①地域の人たちでお茶を飲んだり、話をしたり

するようなフリースペースがあれば良い。 

 

②買い物や通院などのために移動支援の仕組

みがあれば良いと思うが、担い手がいなか

ったり、利用者が気を遣ったりしそう。 

 

③天見地区全体で一体感の出るような取り組

みをして、地域にまとまりが出るように、

また戻ってくるようにしたい。 

地域ワークショップでの主な意見 天見小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロン一休、ふれあいサロン、食事会、 

カラオケ会など 

--見守り活動-------------------------- 

 友愛訪問、声かけ訪問、子ども見守り、 

夜警、少年補導員など 

--防災活動---------------------------- 

 防災訓練、防災マップ作成、 

災害時避難誘導など 

--学校との連携事業-------------------- 

 親子スタンプテーリング、 

てくてくウォーキング、 

お米づくり、子ども遊び教室など 

--環境美化活動------------------------ 

 植樹活動、清掃活動、林道清掃、 

河川清掃など 

--ふれあい活動------------------------ 

 クリスマス会、運動会、桜の花見会など 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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５．川上小学校区 

《人口：7,977 人  世帯数：3,701 世帯  高齢化率：45.2％》R2 年 3月末現在 

 

●● 川上小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 顔の見えるふれあいの関係づくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●身近なところに居場所（サロンなど）があるよう、実施場所を増やしていく。 

 

●サロン情報などを集約・周知し、より多くの人の参加を促す。 

 

●地域のみんなが交流できる機会（イベント）を検討し、顔の見える関係を広げる。 

 

２ 地域内で支えあえる仕組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●地域のニーズを聞き取り、買い物や通院のための移動支援の仕組みを検討する。 

 

●支える側と支えられる側の垣根を越えて、お互い支えあえる関係づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①「高齢者の生活支援」と「その担い手の子

どもの見守り」など、お互いに支え・支え

られる関係をつくっていきたい。 

 

②各団体が実施しているサロンの情報を共

有して、参加者の選択肢が広がるようにし

たい。 

 

③祭りや地域の行事に参加することが、つな

がりづくりのきっかけになる。地域の人が

参加しやすい行事や機会を考えていくこ

とが大切。 

地域ワークショップでの主な意見 川上小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロン、高齢者の交流会、食事会など 

--見守り活動-------------------------- 

 友愛訪問、声かけ活動、通学路の見守りなど 

--防災活動---------------------------- 

 防災訓練、安全安心マップ作製、 

自主防災活動など 

--健康づくり-------------------------- 

 元気アップ体操、シャルウィウォークなど 

--環境美化活動------------------------ 

 地域清掃、地蔵清掃、河川清掃など 

--ふれあい活動------------------------ 

 夏祭り、地蔵盆まつり、しめ縄づくり、 

餅つき大会、カラオケ大会など 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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６．千代田小学校区 

《人口：15,533 人  世帯数：7,200 世帯  高齢化率：27.9％》R2 年 3月末現在 

 

●● 千代田小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 子どもから大人までがつながる場を増やす 

目標達成

のための

取り組み 

●いつでも、誰でも寄って交流できる居場所づくりを検討する。 

 

●若い世代が参加しやすい機会をつくり、新たな参加・担い手につなげる。 

 

２ 助けあいの仕組みづくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●買い物支援を含めた生活の困りごとを手伝える仕組みを検討する。 

 

●孤立を防止する見守りあえる関係づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①子どもの見守り隊活動を充実して、子ども

との関係づくりまで広げられたら。 

 

②免許返納後のことを考えたい。自転車の乗

り方講習や買い物支援など。 

 

③子どもとふれあえる場づくり、誰もが来ら

れる居場所づくりをしたい。 

地域ワークショップでの主な意見 千代田小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 ごはんやｄａｙ、食事会、サロンなど 

--高齢者支援活動---------------------- 

 いきいき介護フェア、友愛訪問、 

元気アップ教室、敬老の集いなど 

--防犯・防災活動---------------------- 

防犯パトロール、夜警、防災訓練など 

--子育て支援活動---------------------- 

 寺子屋、子育てサロン、通学路見守りなど 

--環境美化活動------------------------ 

 清掃、除草、花壇整備など 

--ふれあい活動------------------------ 

 バラエティフェスタ、納涼大会、もちつき、 

歌(唄)のつどい、お花見、そうめん大会など 

--伝統行事---------------------------- 

 天神祭、観音講、地蔵尊、秋祭りなど 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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７．楠小学校区 

《人口：11,032 人  世帯数：5,132 世帯  高齢化率：32.6％》R2 年 3月末現在 

 

●● 楠小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 人も団体もお互いさまの関係づくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●校区内の自治会・学校・施設など地域ぐるみで取り組める活動（地域防災活

動など）を進める。 

 

●子どもから高齢者までお互いさまの見守り活動を進める。 

 

２ 地域で支えあえる仕組みづくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●団体同士、担い手同士の情報共有・連携の機会づくりを進める。 

 

●子育てサロンの充実など「地域で子育て」を進める。 

 

●「行くところがある」「役割がある」と感じられる居場所づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①一つの団体では難しいが、地域ぐるみで連

携すれば生活支援や移動支援の活動の検

討ができるのでは。 

 

②「行くところがある、役割がある」という

ことが大切なので、地域での声かけ、つな

がりづくりを進めていきたい。 

 

③他自治会、他団体との情報交換の機会を持

って、活動の発展や連携について考えたい。 

地域ワークショップでの主な意見 楠小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロン、ふれあい喫茶、ふれあい食事会など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路の見守り、友愛訪問、声かけ活動など 

--防災活動---------------------------- 

 防災訓練、防災視察研修、 

防災デイキャンプなど 

--健康づくり-------------------------- 

 ラジオ体操、引きこもり防止ウォーキング、 

元気アップ教室など 

--環境美化活動------------------------ 

 清掃活動、美化キャンペーンなど 

--ふれあい活動------------------------ 

 こども会活動、夏祭り、餅つき大会、 

バラエティフェスタなど 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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８．天野小学校区 

《人口：4,499 人  世帯数：2,120 世帯  高齢化率：47.0％》R2 年 3月末現在 

 

●● 天野小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 今ある「つながり」を継続できる仕組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●世代交代をしても既存の関係性を継続できる仕組みを検討する。 

 

●防災などを切り口に、いざというときに助けあえる関係づくりを進める。 

 

２ 新たな取り組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●地域食堂などあらゆる世代が集い、交流できる場づくりを検討する。 

 

●新たな参加者確保と世代間交流のため、老若男女関係なく交流できる場づく

りを検討する。 

●買い物支援などの地域で助けあえる取り組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①買い物や医療機関への交通手段に困っている。 

 

②地域内のつながりが強く、そのため特別な

仕組みがなくても大丈夫だという意識が

あるのでは。 

 

③今は近所で顔の見えるつきあいができて

いるが、今後世代交代が進むと、助けあえ

る関係が継続できるかが課題。 

地域ワークショップでの主な意見 天野小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 ふれあいサロン、食事会、親睦旅行、 

困りごと相談、新鮮野菜市など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路見守り、友愛訪問、ふれあい訪問、 

安全パトロールなど 

--子育て支援活動---------------------- 

 放課後子ども教室、読み聞かせ、 

コミュニティスクールなど 

--防災活動---------------------------- 

 防災マップ作成、災害時見回り、 

防災訓練など 

--健康づくり-------------------------- 

 元気アップ教室、ミズクリ運動教室、 

各種クラブ活動など 

--環境美化活動------------------------ 

 神社の清掃活動、町内一斉清掃など 

--ふれあい活動------------------------ 

 秋祭り、ふれあい盆踊り大会、 

サニ－文化祭、体育祭、金剛寺正御影供など 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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９．高向小学校区 

《人口：4,078 人  世帯数：1,837 世帯  高齢化率：41.9％》R2 年 3月末現在 

 

●● 高向小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 地域ぐるみで支えあう地域福祉活動をめざす 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもやその親世代が参加しやすいイベントを企画し、新たな参加者や担い

手の確保につなげる。 

●たくさんの団体が実施している見守りなどの取り組みについて、地域内で連

携を図る。 

●年齢に関わらず、多くの人が活躍できる場（仕組み）を検討する。 

 

２ 高齢化に対応した新たな取り組みを検討する 

目標達成

のための 

取り組み 

●ちょっとした困りごとを地域で助けあえる仕組みを検討する。 

 

●安心して通院・買い物に行けるよう、移動支援を検討する。 

 

●団体同士、住民同士が情報交換・交流できる場を検討し、地域内のつながり

づくりを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①団体同士の交流の場がもっとあれば良い。

いろいろな相談や情報共有ができれば、今

の活動も良くなるのでは。 

 

②高齢化対策として、ちょっとした困りごとを

地域でお手伝いできる仕組みがあれば良い。 

 

③地域にはたくさんの教養や経験、資格などを

持っている人がいるので、そのような人を発

掘し、活躍してもらう場（仕組み）があれば。 

地域ワークショップでの主な意見 高向小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 サロン、茶話会、ティーサロン、 

ふれあい交流会など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路見守り、防犯カメラ設置、 

防犯教室など 

--防災活動---------------------------- 

 防災訓練、地域ハザードマップ作成、 

「無事ですタオル」の普及など 

--健康づくり-------------------------- 

 ふれあい活動、元気アップ教室、 

ピクニック、ウォーキングなど 

--環境美化活動------------------------ 

 アドプトリバー、アドプトロード、 

花いっぱい運動など 

--ふれあい活動------------------------ 

 秋祭り、だんじり、獅子舞、 

くろまろ盆踊り、夕暮れコンサートなど 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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10．加賀田小学校区 

《人口：6,575 人  世帯数：2,939 世帯  高齢化率：39.2％》R2 年 3月末現在 

 

●● 加賀田小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 安心して暮らせる見守りの輪を広げる 

目標達成

のための

取り組み 

●各団体でそれぞれに実施している見守り活動などの連携を図る。 

 

●自宅にひきこもることのないよう交流の場（機会）を増やす。 

 

●校区内の合同の防災活動を検討し、いざというときに支えあえる関係づくり

を進める。 

 

２ 新たな仕組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●生活支援や移動支援など地域で支えあえる仕組みを検討する。 

 

●これまでの活動や体制を見直し、負担が少なく継続できるような仕組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①自治会、老人会、民生委員・児童委員、福

祉委員など地域活動をしている団体が連

携すれば、交流が広がるし、活動も効率的

になる。 

 

②高齢化により役員のなり手が減ってきて

いる。体制を見直して無駄な会議や役を減

らしていく必要がある。 

 

③生活支援や移動支援の仕組みを考えてみ

たい。まずは先に取り組んでいる地域の方

の話を聞きたい。 

地域ワークショップでの主な意見 加賀田小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 ふれあい交流会、ふれあいサロンなど 

--見守り活動-------------------------- 

 友愛訪問、ひとり暮らし訪問、 

通学路見守り、青色パトロールなど 

--防災活動---------------------------- 

 防災訓練、自主防災活動、 

防犯パトロールなど 

--健康づくり-------------------------- 

 健康体操、ラジオ体操、元気アップ教室、 

ふれあいハイキングなど 

--環境美化活動------------------------ 

 花壇の手入れ、ふれあい花壇など 

--ふれあい活動------------------------ 

 夏祭り、もちつき大会、 

加賀田フェスティバル、 

ふれあいサロンなど 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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11．石仏小学校区 

《人口：5,399 人  世帯数：2,431 世帯  高齢化率：39.6％》R2 年 3月末現在 

 

●● 石仏小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ これまで継続してきた地域福祉活動の見直し・充実を図る 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもやその親世代を対象としたイベントなどを企画し、新たな参加者・担

い手確保につなげる。 

●見守り活動など、たくさんの団体が実施している取り組みの連携を図る。 

 

●若い担い手が活躍できるよう、これまでの活動のやり方の点検・見直しを実施する。 

 

２ 地域で支えあえる仕組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもから高齢者まで参加・交流できるような食堂を検討する。 

 

●移動に不安があってもサロンなどに参加できるよう移動支援を検討する。 

 

●担い手の確保、担い手のモチベーションアップのため有償ボランティアの仕

組みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①若い世代を活動に呼び込みたい。学生など

若い人が参加してくれると、高齢の参加者

も増えてくる。 

 

②高齢者の方が参加しやすい地域食堂を実

施したい。そこで高齢者が子どもの面倒を

みるなど、世代間交流があれば良い。 

 

③見守り活動の参加者も高齢化してきて、今

後続けていけるのかが心配。いろいろな団

体がそれぞれに実施しているので、連携し

てできればと思う。 

地域ワークショップでの主な意見 石仏小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 コミュニティサロン、敬老祝賀会、 

なかよし喫茶など 

--見守り活動-------------------------- 

 友愛訪問、通学路見守り、 

青色防犯パトロールなど 

--防災活動---------------------------- 

 防災講習会、防災訓練、 

防災センター見学など 

--健康づくり-------------------------- 

 ウォーキング、いきいき健康の集いなど 

--学校との連携事業-------------------- 

 学校支援、プール清掃、 

花植ボランティアなど 

--ふれあい活動------------------------ 

 盆踊り大会、クリスマス会、納涼祭など 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 



 

59 

 12．南花台小学校区 

《人口：7,203 人  世帯数：3,317 世帯  高齢化率：41.4％》R2 年 3月末現在 

 

●● 南花台小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 地域のあたたかいつながりづくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもと高齢者、子育て世代をつなぐ世代間交流の取り組みを検討する。 

 

●活動者同士、団体同士の交流や情報共有の場づくりを進め、つながりづくり

と活動の連携を図る。 

●地域活動情報の集約・発信することにより住民の関心を高め、新たな参加者・

担い手の確保につなげる。 

 

２ 新たなツールを活用した仕組みを検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●スマートフォンなどを活用した地域活動の展開をめざす。 

 

●「クルクル」など移動支援の仕組みを活用して、サロンやイベントなどへの

新たな参加を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①「クルクル」を使って、これまで参加でき

なかった高齢者がサロンやイベントなど

に参加できるようになれば。 

 

②今ある活動を学校と連携できるような工

夫があれば、子どもや若い世代とのつなが

りもできるのでは。 

 

③スマホなど新しいツールを使って団体の

運営やコミュニケーションの方法を考え

たい。住民皆が使える状態をめざしたい。 

地域ワークショップでの主な意見 南花台小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 コノミヤテラス、ふれあいサロン、 

ごはんや day など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学路見守り、防犯ステーション、 

イベント見守り、青色パトロールなど 

--子育て支援活動---------------------- 

 にこにこサロン、ふれあいテラスなど 

--健康づくり-------------------------- 

 健康クラブ、健康体操、ラジオ体操、 

介護予防体操など 

--環境美化活動------------------------ 

 緑化活動、清掃活動、アドプトロードなど 

--防災活動---------------------------- 

 南花台モビリティ、避難訓練など 

--ふれあい活動------------------------ 

 ふるさと夏祭り、桜まつり、紅葉まつり、 

ふれあいコンサート、ジャズフェスタなど 
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□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 



 

61 

13．美加の台小学校区 

《人口：6,966 人  世帯数：2,981 世帯  高齢化率：33.4％》R2 年 3月末現在 

 

●● 美加の台小学校区の地域福祉活動目標 ●● 

１ 地域のあたたかいつながりづくりを進める 

目標達成

のための

取り組み 

●子どもと高齢者をつなぐ世代間交流の取り組みを検討する。 

 

●住民同士が顔を合わせる機会をつくることで地域のつながりを深め、話しあ

える、助けあえる関係づくりを進める。 

●団体同士の交流や情報共有の機会をつくり、これまで以上に連携を進める。 

 

２ 新たな活動を検討する 

目標達成

のための

取り組み 

●生活支援や移動支援などの新たな取り組みに若い担い手が参加できるよう工夫する。 

 

●地域で子どもたちが参加できる、子ども会に代わるような活動を検討する。 

 

●若い世代に届く情報発信の手法を検討し、新たな参加を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①自治会間や団体間で情報共有できる仕組

みがあれば、お互いに新しい気付きや、活

動の充実、連携した活動が生まれるなどの

効果が期待できる。 

 

②地域住民同士が顔をあわせる機会を設け、

将来どうしていきたいか、どう助けてもら

えるか、どう支えあえるかを話しあうこと

も必要。 

 

③意見をいうだけでなく、みんなで取り組ん

でいけるような、ゆるやかなつながりを築

いていかないといけない。 

地域ワークショップでの主な意見 美加の台小学校区の主な活動 

--居場所づくり------------------------ 

 いきいきサロン、ふれあい喫茶、絆カフェ、 

自由集会、茶話の会など 

--見守り活動-------------------------- 

 通学時の見守り、 

青色防犯パトロールなど 

--防災活動---------------------------- 

 ハザードマップの作成、防災訓練、 

防災マニュアルの作成、避難所開設の 

取り組みなど 

--高齢者支援活動---------------------- 

 生活応援、見守り、 

買い物支援、高齢者への声かけ、訪問など 

--環境美化活動------------------------ 

 バス停の清掃、町内清掃、緑地整備、 

花のボランティアなど 

--ふれあい活動------------------------ 

 さくらまつり、夏祭り、クリスマス会など 



 

62 

  

  

 

 

 

 

 

□■ 活動の記録 ■□ 

＜令和３年度＞ 

＜令和４年度＞ 

＜令和５年度＞ 

＜令和６年度＞ 

＜令和７年度＞ 
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Ⅵ．計画の推進体制 

１．協働、連携による計画の推進 

計画の実施主体は行政のみならず、市民をはじめ、地域の関係団体、各種ボランティア、

支援専門機関や事業者など多岐に渡っており、各主体の協働・連携体制が不可欠です。 

様々な主体が役割を果たしつつ、協働・連携しながら本計画の理念・基本目標の実現に向

け、より効果的な施策推進をめざします。 

 

（１）市民の役割 

複雑化・複合化する生活課題や地域課題を解決するため、行政や社会福祉協議会、関係

団体・機関等と連携し、地域共生社会の理念の下、主体的に地域福祉推進に取り組んでい

くことが期待されます。 

 

（２）社会福祉事業者の役割 

様々な分野のサービス事業者や地域との連携を図り、地域に広く開かれた施設として、

地域のつながりづくりや支えあい活動に対する支援といった取り組みが期待されます。 

 

（３）社会福祉協議会の役割 

地域の支援団体、当事者団体、ＮＰＯ・ボランティア団体、専門機関・団体の役割を尊

重し、相互の連携・協力の下、地域福祉推進における中核的組織として行政と連携・協働

しながら地域福祉活動を総合的に促進していきます。 

 

（４）行政の役割 

複雑化・複合化する生活課題や地域課題に対応するため、地域が主体的に課題を把握・

解決を試みる環境の整備や多機関の協働による包括的な支援体制の構築を進めていきます。 

また、本計画に掲げる施策の確実な実行とより効果的な展開を図り、関係部局や組織と

協働しつつ、地域福祉を総合的に推進していきます。 

 

 

 

※なお、計画推進にあたっては、新型コロナウイルスをはじめとした感染症対策を講じながら、孤立させ

ない、つながりを絶やさない地域づくりを進めることが必要です。 

地域福祉活動の重要性・必要性と併せて感染防止対策等についても広く情報提供し、地域特性に応

じた地域福祉活動を推進します。 
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２．計画の進行管理 

本計画を効果的に推進するため、PDCA サイクルに基づく進行管理を行います。また、各年

度における評価については、行政評価のほか地域福祉推進協議会による外部（学識経験者や

関係団体など）の視点を取り入れ、計画の実効性を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【Plan 計画】 

総合計画実施計画 

予算編成 

【Do 実施】 

施策の展開 

事業の実施 

【Check 実施】 

行政評価 

外部評価の実施 

【Action 反映】 

計画・事業見直し 

地域福祉推進協議会 

進行状況の報告 意見・提案 

評価 
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資料編 

１．地域福祉に関する統計データ 

（１）人口等の状況 

昼夜間人口比率の推移をみると、平成 12 年以降は夜間人口、昼間人口ともに減少傾向にあ

りますが、昼間人口の方が減少は緩やかなため、昼夜間人口比率は増加傾向を示しています。 

昼夜間人口比率の性別年齢５歳階級別の内訳をみると、男性よりも女性の方が昼間市内

にいる割合が高く、男女とも 65歳以上で昼間市内にいる割合が高くなっています。男性は、

20～24歳と 50～59歳において、特に昼間市外に出かける人の割合が高くなっています。 

■昼夜間人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■性別年齢５歳階級別 昼夜間人口比率（平成27年） 

年齢 
昼間人口 
（人） 

夜間人口 
（人） 

昼夜間人口比率 

全体 男性 女性 

15歳未満 11,801 11,696 100.9% 100.9% 100.9% 

15～19歳 4,929 5,425 90.9% 85.1% 96.9% 

20～24歳 2,911 4,916 59.2% 55.1% 63.0% 

25～29歳 3,350 4,640 72.2% 72.0% 72.4% 

30～34歳 3,587 4,737 75.7% 70.3% 80.7% 

35～39歳 4,128 5,531 74.6% 65.6% 83.0% 

40～44歳 5,654 7,371 76.7% 66.1% 86.4% 

45～49歳 5,078 6,778 74.9% 62.3% 85.4% 

50～54歳 4,952 6,668 74.3% 59.1% 87.0% 

55～59歳 5,011 6,950 72.1% 54.3% 87.4% 

60～64歳 6,369 8,198 77.7% 60.0% 93.7% 

65～69歳 8,962 9,912 90.4% 82.8% 97.0% 

70～74歳 8,256 8,570 96.3% 93.6% 98.8% 

75～79歳 6,128 6,218 98.6% 97.2% 99.8% 

80～84歳 4,341 4,362 99.5% 99.0% 99.9% 

85歳以上 4,217 4,227 99.8% 99.2% 100.0% 

合計 90,462 106,987 84.6% 77.2% 91.0% 

  ※夜間人口の合計は年齢不詳を含む      資料：国勢調査 

※網かけは昼夜間人口比率が 60％未満となっているもの 
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千代田小学校区

長野小学校区

三日市小学校区

楠小学校区

小山田小学校区

川上小学校区

南花台小学校区

美加の台小学校区

加賀田小学校区

石仏小学校区

天野小学校区

高向小学校区

天見小学校区

小学校区別人口の推移をみると、平成 27年度～令和元年度にかけて、ほとんどの小学校

区で減少傾向を示しています。三日市小学校区については増減を繰り返しながら概ね横ば

いの傾向を示しています。 

千代田、長野、小山田、川上、南花台、美加の台では、平成 27年度に比べ令和元年度は

400人以上の減少となり、減少傾向が目立っています。 

 

■小学校区別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：政策企画課【各年度３月末現在】 
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（２）高齢者福祉に関わる状況 

要介護等認定者数の推移をみると、平成 29 年度の 7,276人が最も多く、その後はやや減

少し、令和元年度には 7,161 人となっています。 

第１号被保険者数に占める要介護認定率の推移をみると、本市の要介護認定率はゆるや

かに減少しており、概ね２割前後で推移しています。全国平均に比べると、やや高い水準

となっています。 

 

■要介護等認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告【各年９月】 

 

■第１号被保険者数に占める要介護等認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告【各年９月】 
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（３）子どもに関わる状況 

児童扶養手当受給資格者数の推移をみると、平成 27年度以降、全部支給は 500人前後で

推移し、一部支給については 400人台でほぼ横ばいとなっていましたが、平成 30年度以降

は 300人前後で推移しています。 

支給停止については、平成 27年度以降、増加傾向にあります。 

 

■児童扶養手当受給資格者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：河内長野市【各年度３月末現在】 

 

（４）障がい者に関わる状況 

障がい者手帳所持者数の推移をみると、身体障がい者手帳は減少傾向、療育手帳は増加

傾向、精神障がい者保健福祉手帳は多少の増減はありますが、概ね増加傾向で推移してい

ます。 

 

■障がい者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課【各年度３月末現在】  
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（５）外国人に関わる状況 

外国人住民数の推移をみると、平成 27年度以降は増加傾向にあり、令和元年度は 649 人

と、平成 27年度に比べ 164人の増加となっています。 

 

■外国人住民数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民窓口課【各年度３月末現在】 
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（６）生活保護に関わる状況 

生活保護受給世帯等の推移についてみると、世帯数は年度ごとに多少の増減はあるもの

の、ほぼ横ばいとなっています。一方、人員数は平成 27 年度以降、減少傾向にあります。 

 

■生活保護受給世帯等の推移（延べ数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：生活福祉課 

 

生活保護率の推移は、15‰台でほぼ横ばいに推移しており、全国平均よりもやや低く、

大阪府よりも大幅に低い水準となっています。 

 

■生活保護率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：生活福祉課、府・全国は大阪府生活保護統計 

  

※「‰」とは人口 1,000人あたり何人が該当するかを示す割合のこと 
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２．アンケート調査結果 

（１）調査の概要 

地域共生社会の実現に向けた施策推進のための基礎資料とするため、地域福祉に関する

市民意識や、福祉委員及び協力員の活動実態と意識の把握を目的に本調査を実施しました。 

 

 
 市民意識調査 福祉委員意識調査 

調査対象 20歳以上の市民から無作為抽出 
2019年２月１日時点における福祉委

員及び協力員 

調査方法 郵送による配布・回収 
各小学校区福祉委員長から校区福

祉委員へ配布、郵送等による回収 

調査期間 2019年２月１日～３月 31日 2019年２月１日～３月 31日 

配布数 2,000通 1,226通 

回答数 792通 （回収率 39.6％） 794通 （回収率 64.8％） 

 

※調査結果の留意点・見方 

○図表の中のＮは回答者の総数を意味しています。設問によっては回答者が制限される

（別の設問である選択肢を選んだ回答者のみ回答する場合など）ため、Ｎの数は一定

ではありません。 

○比率は、Ｎを基数とした百分率（％）で示しています。また、小数点以下第２位を四

捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

○複数回答が可能な設問では、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという

見方をしているため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

○図表中の“前回”は平成 26年度に実施した調査結果を示しています。 
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42.7 

63.0 

27.4 

4.3 

1.1 

0.9 

23.7 

21.5 

4.0 

7.4 

1.0 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

ためらわずに声をかけ、援助する しかるべき相談機関等に相談する

見て見ぬふりをする わからない

その他 無回答

（２）調査結果の概要 

①近所づきあいの程度 

近所づきあいの程度についてみると、「あいさつを交わす程度の人がいる」が 39.3％で

最も多く、次いで「会えば親しく話をする人がいる」が 35.1％、「いつも親しく話をする

人がいる」が 17.6％となっています。 

前回調査と比べると、近所づきあいをしている人の割合がやや減少しています。 

 

■近所づきあいの程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年度調査の選択肢内容：「近所の仲の良い人とよく行き来している」「会えば親しく話をする人がいる」「あ

いさつ程度がほとんど」「近所づきあいをほとんどしていない」 

 

 

②地域で困っている人に出会った時の対応 

地域で困っている人に出会った時の対応については、「ためらわずに声をかけ、援助す

る」が 42.7％で最も多く、次いで「しかるべき相談機関等に相談する」が 27.4％となっ

ています。前回調査（地域の中で高齢者や障がい者(児)の方が困っている場面にあった

時の対応）とは選択肢が違うため、単純比較はできませんが、何らかの支援をする人の

割合がやや増加しています。 

 

■地域で困っている人に出会った時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査の選択肢内容：「ためらわずに援助する」「誰かが援助するのを待つ」 

  

17.6 

17.5 

35.1 

40.0 

39.3 

37.1 

6.7 

4.9 

1.4 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

いつも親しく話をする人がいる 会えば親しく話をする人がいる

あいさつを交わす程度の人がいる 知っている人はほとんどいない

無回答
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28.2 

32.5 

37.0 

65.7 

63.2 

57.4 

3.7 

3.0 

2.0 

1.0 

0.3 

0.0 

1.5 

1.0 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

福祉委員

（N=794）

とても必要だと思う ある程度必要だと思う あまり必要だと思わない

まったく必要だと思わない 無回答

25.4 

50.8 

49.6 

45.3 

39.6 

0.4 

6.2 

7.1 

9.2 

20.8 

33.9 

2.3 

2.5 

6.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

福祉委員

（N=794）

必要性が強くなったと思う 変わらない 必要性が弱くなったと思う

わからない 無回答

③市民相互の支えあいや助けあいの必要性 

市民相互の支えあいや助けあいの必要性についてみると、「ある程度必要だと思う」が

65.7％で最も多く、次いで「とても必要だと思う」が 28.2％となっています。また、福

祉委員調査では、「ある程度必要だと思う」が 57.4％、「とても必要だと思う」が 37.0％

となっており、多くの人が必要性を感じていることがわかります。 

 

■市民相互の支えあい、助けあいの必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以前（約５年前）と比べた市民相互の支えあいや助けあいの必要性の変化についてみ

ると、「変わらない」が 45.3％で最も多く、次いで「必要性が強くなったと思う」が 25.4％、

「わからない」が 20.8％となっています。また、福祉委員調査では「必要性が強くなっ

たと思う」が 49.6％で最も多く、普段から福祉活動に携わる人の方が必要性を感じてい

ることがわかります。 

 

■市民相互の支えあい、助けあいの必要性についての変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「わからない」の選択肢は今回調査、福祉委員調査のみ 

※福祉委員調査の選択肢：「必要性が強くなった」「変わっていない」「必要性が弱くなった」 
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13.1 

11.6 

17.8 

55.7 

50.8 

54.4 

29.2 

31.3 

19.9 

4.1 

2.3 

0.3 

2.0 

2.2 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

福祉委員

（N=794）

ぜひお願いしたい 少し抵抗感があるがお願いしたい

手助けをしてほしいとは思わない 手助けは必要ない

わからない 無回答

25.9 

28.3 

32.4 

60.1 

56.7 

53.7 

11.9 

11.6 

7.2 

1.8 

1.8 

0.1 

0.1 

2.1 

1.7 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

福祉委員

（N=794）

ぜひお願いしたい 少し抵抗感があるがお願いしたい

手助けをしてほしいとは思わない 手助けは必要ない

近くの親類にお願いする わからない

無回答

④日常生活や災害時に支援が必要な時、近所からの手助けの必要性 

日常生活で支援等が必要になった場合、近所から手助けをしてもらうことについては、

「少し抵抗感があるがお願いしたい」が 55.7％で最も多く、次いで「手助けをしてほし

いとは思わない」が 29.2％となっており、前回調査に比べると、手助けをしてほしいと

思う人がやや増加しています。また、福祉委員調査では「ぜひお願いしたい」と「少し

抵抗感があるがお願いしたい」の合計が 72.2％となっており、普段から福祉活動に携わ

る人の方が、抵抗感が低いことがわかります。 

■日常生活で支援等が必要になった場合、近所から手助けをしてもらうことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今回調査：「手助けは必要ない」「わからない」の選択肢はなし 

平成 26年度調査：「わからない」の選択肢はなし 

平成 26年度調査、福祉委員調査の選択肢：「あまり手助けしてほしいとは思わない」 

 

災害により日常生活に支障が生じた場合、近所から手助けをしてもらうことについて

は、「少し抵抗感があるがお願いしたい」が 60.1％で最も多く、次いで「ぜひお願いした

い」が 25.9％となっています。前問の日常生活と比べると、災害時の方が手助けしても

らうことへの抵抗感が低いことがわかります。 

■災害により日常生活に支障が生じた場合、近所から手助けをしてもらうことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※今回調査：「手助けは必要ない」「近くの親類にお願いする」「わからない」の選択肢はなし 

平成 26年度調査：「近くの親類にお願いする」「わからない」の選択肢はなし 

平成 26年度調査、福祉委員調査の選択肢：「あまり手助けしてほしいとは思わない」  
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25.6 35.7 37.5 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない 無回答

23.2 

29.5 

52.5 

49.0 

46.5 

34.4 

12.9 

10.1 

4.0 

4.3 

4.9 

1.4 

9.6 

7.8 

3.7 

1.0 

1.3 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

福祉委員

（N=794）

ぜひしておく必要がある 少し抵抗感があるが必要である

あまり必要とは思わない 必要ない

よくわからない 無回答

⑤個人情報を普段から地域で収集しておくことについて 

個人情報を普段から地域で収集しておくことについては、「少し抵抗感があるが必要で

ある」が 49.0％で最も多く、次いで「ぜひしておく必要がある」が 23.2％となっており、

いずれも前回調査と比較して少なくなっています。また、福祉委員調査では「ぜひして

おく必要がある」が 52.5％で最も多く、普段から福祉活動に携わる人の方が強く必要性

を感じていることがわかります。 

 

■個人情報を普段から地域で収集しておくことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※福祉委員調査の選択肢：「必要だと思う」「少し抵抗感があるが必要だと思う」 

 

 

⑥地区福祉委員会・小地域ネットワークの認知度 

地区福祉委員会・小地域ネットワークの認知状況についてみると、「知らない」が 37.5％

で最も多く、次いで「聞いたことはあるが、よく知らない」が 35.7％、「知っている」が

25.6％となっています。 

 

■地区福祉委員会・小地域ネットワークの認知状況 

 

 

 

 

※平成 26年度調査：「名前を聞いたことはあるが、よく知らない」 
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46.2 

51.8 

34.7 

30.5 

14.6 

16.2 

4.4 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない 無回答

24.2 

34.4 

40.5 

40.4 

33.1 

22.9 

2.1 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない 無回答

10.4 

7.0 

21.8 

14.1 

60.4 

77.3 

7.4 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

前回（N=902）

知っている 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない 無回答

⑦社会福祉協議会の認知度 

社会福祉協議会の認知状況についてみると、「聞いたことはあるが、よく知らない」が

40.5％で最も多く、次いで「知らない」が 33.1％、「知っている」が 24.2％となってい

ます。 

■社会福祉協議会の認知状況 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査：「名前を聞いたことはあるが、よく知らない」 
 

⑧民生委員・児童委員の認知度 

「民生委員・児童委員」の認知状況についてみると、「知っている」が 46.2％で最も多

く、次いで「聞いたことはあるが、よく知らない」が 34.7％、「知らない」が 14.6％と

なっています。 

■民生委員・児童委員の認知状況 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査：「名前を聞いたことはあるが、よく知らない」 
 

⑨コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の認知度 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の認知状況についてみると、「知らない」が

60.4％で最も多く、次いで「聞いたことはあるが、よく知らない」が 21.8％、「知っている」

が 10.4％となっています。 

■コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）の認知状況 

 

 

 

 

 

※平成 26年度調査：「名前を聞いたことはあるが、よく知らない」  



 

77 

1.6 

16.4 37.4 42.0 2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

取り組みに協力している 特に協力はしていないが、取り組みは知っている

聞いたことはあるが、よく知らない 知らない

無回答

4.3 10.1 78.5 3.7 3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

再犯防止の取り組みに協力したい

取り組んでいる人（保護司など）や団体を応援したい

自分がするのは難しいが、取り組みは必要だと思う

取り組みは必要ないと思う

無回答

⑩孤立死について 

孤立死についてみると、「あまり身近に感じない」が 32.1％で最も多く、次いで「身近

に感じない」が 24.9％、「やや身近に感じる」が 20.2％となっています。一方、福祉委

員調査では、「やや身近に感じる」が 36.9％で最も多く、普段から福祉活動に携わってい

る人の方が身近に感じていることがわかります。 

■孤立死についてどう思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪再犯防止の取り組み 

再犯防止の取り組みの認知状況についてみると、「知らない」が 42.0％で最も多く、次

いで「聞いたことはあるが、よく知らない」が 37.4％、「特に協力はしていないが、取り

組みは知っている」が 16.4％となっています。 

■再犯防止の取り組みの認知状況 

 

 

 

 

 

 

再犯防止の取り組みについて、「自分がするのは難しいが、取り組みは必要だと思う」

が 78.5％で最も多く、次いで「取り組んでいる人（保護司など）や団体を応援したい」

が 10.1％、「再犯防止の取り組みに協力したい」が 4.3％となっています。 

■再犯防止の取り組みについて 

 

 

 

  

5.7 

16.5 

20.2 

36.9 

32.1 

26.7 

24.9 

7.1 

14.9 

10.1 

2.3 

2.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（N=792）

福祉委員

（N=794）

とても身近に感じる やや身近に感じる あまり身近に感じない

身近に感じない わからない 無回答
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⑫日頃の生活の中での悩みや不安 

日頃の生活の中での悩みや不安に感じていることについてみると、「⑧免許証を返納後

通院や買い物に出るのが難しくなりそう」、「⑮大きな病気などの時誰に頼っていいかわ

からない」に対する不安が高くなっています。 

 

■日頃の生活の中での悩みや不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※加重平均について 

｢不安を感じている」を（－２）、｢やや不安を感じている」を（－１）、「今は大丈夫だが、将来（５年

後）は不安」を（－0.5）、｢どちらともいえない」を（０）、｢あまり不安を感じていない」を（＋１）、｢不安

を感じていない」を（＋２）として、｢該当しない」や無回答を除いた母数で割り平均値を算出しまし

た。０に近いほど｢どちらともいえない」であり、マイナス値が大きいほど悩みや不安を感じる度あ

いが高いとみることができます。 

  

感じて 

いない 

感じて 

いる 

0.20 

0.50 

0.56 

0.74 

0.94 

1.11 

1.02 

-0.70 
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0.05 
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３．計画の策定経過 

 

年月日 事項 内容・案件等 

平成 31年２月１日 

～３月 31日 
市民アンケート 地域共生社会の実現に向けたアンケート 

平成 31年２月１日 

～３月 31日 
福祉委員アンケート 福祉委員意識調査 

令和元年 10月 

～令和２年１月 
地域ワークショップ 

■各小学校区２回ずつ（全 26 回） 

①地域内の活動状況及び課題の聞き取り 

②各小学校区の地域福祉活動の目標検討 

令和２年２月 13日 
河内長野市地域福祉

計画策定委員会 

・第３次地域福祉計画・第２次地域福祉活動計画 平成 

30 年度の実施状況と今後の方向性について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画策定に

向けて 

令和２年２月 27日 
河内長野市地域福祉

推進協議会 

・第３次地域福祉計画・第２次地域福祉活動計画 平成 

30 年度の実施状況と今後の方向性について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画策定に

向けて 

令和２年７月～８月 意見交換会 

■各小学校区１回ずつ（全 13 回） 

・地域福祉活動目標（案）の確認 

・今後の活動についての意見交換 

令和２年７月 31日 

河内長野市社会福祉

協議会地域福祉活動

計画策定委員会 

・第３次地域福祉活動計画策定の進捗状況について 

令和２年９月 

河内長野市地域福祉

計画策定委員会 

（書面開催） 

・第３次地域福祉計画・第２次地域福祉活動計画 令和 

元年度取り組み状況及び評価について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画（素案）

について 

令和２年 10月 

河内長野市地域福祉

推進協議会 

（書面開催） 

・第３次地域福祉計画・第２次地域福祉活動計画 令和 

元年度取組状況及び評価について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画（素案）

について 

令和２年10月23日 

河内長野市社会福祉

協議会地域福祉活動

計画策定委員会 

・第３次地域福祉活動計画策定の進捗状況について 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画（素案） 

について 

・概要版の作成について 

令和２年10月28日 庁議 
「河内長野市第４次地域福祉計画」及び「河内長野市社会福

祉協議会第３次地域福祉活動計画」素案について（報告） 

令和２年11月17日 
福祉教育常任委員協

議会 

「河内長野市第４次地域福祉計画」及び「河内長野市社会福

祉協議会第３次地域福祉活動計画」素案について（報告） 

令和２年 12月 21日 

～令和３年１月 20日 
パブリックコメント 

第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画(案）市民

意見募集 

令和３年２月 

河内長野市地域福祉

計画策定委員会 

（書面開催） 

・パブリックコメントの実施結果について（報告） 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画（案） 

について 

令和３年２月 

河内長野市地域福祉

推進協議会 

（書面開催） 

・パブリックコメントの実施結果について（報告） 

・第４次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画（案） 

について   



 

80 

４．用語の説明

 ア行  

■アウトリーチ 

援助が必要であるにもかかわらず、自

ら相談することが難しい人に対して公

的機関などが積極的に働きかけて支援

の実現をめざすことをいいます。 

 

■いきいきネット相談支援センター 

本市では、概ね中学校区（広域的福祉

圏）ごとにＣＳＷを配置し、関係機関と

連携を図りながら福祉の総合相談に応

じており、その配置先である公民館やコ

ミュニティセンター内に設けたスペー

スをこう呼んでいます。 

 

■ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略称で、

非営利組織のことです。平成 10 年 12 月

に施行された「特定非営利活動促進法」

により法人格を取得することもできるよ

うになりました。ＮＰＯ法人は、これま

で行政が担っていた公共サービスの新た

な担い手としても期待されています。 

 

 

 カ行  

■介護予防・日常生活支援総合事業 

要支援者や介護リスクのある虚弱高

齢者（事業対象者）を対象に、多様な主

体により訪問介護・通所介護などの介護

予防サービスを行うものです。 

 

■協議体 

住民主体による地域の支えあい活動

を創出・充実するために、生活支援コー

ディネーターが主催し、住民や地域活動

団体等が検討・協議を行う場のことです。 

 

■子育て世代包括支援センター 

保健師等の専門スタッフが妊娠・出

産・育児に関する様々な相談に対応し、

必要に応じて支援プランの策定や保

健・医療・福祉などの関係機関との連絡

調整を行うなど、妊娠期から子育て期に

わたる切れ目のない支援を一体的に提

供します。 

 

■コミュニティ・スクール 

学校・家庭・地域社会の協働によって、

学校の様々な教育課題に対応するために、

保護者や地域の方々が一定の権限と責任

を持って学校運営に参画し、より良い教

育の実現をめざす仕組みのことです。 

 

■孤立死 

地域社会とつながりを持たない状態

で亡くなり、長期間気付かれなかったと

いう状態を指します。独居高齢者や老々

介護世帯だけでなく、若年層の家族がい

る世帯や生活困窮世帯でも起こってい

ます。 

 

 

 サ行  

■災害ボランティア 

地震や水害、火山噴火などの災害発生

時から復興に至るまで、被災地のために

復興・復旧のお手伝いを行うボランティ

ア活動を指します。家屋の片付けや炊き

出し等の直接的な復旧支援のみならず、

被災者の活力を取り戻すための交流の

機会づくりや被災者への寄り添いなど、

被災者ニーズへの対応を中心とした活

動を行います。  
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■ＣＳＷ（コミュニティソーシャルワーカー） 

社会福祉士や精神保健福祉士などの

福祉専門資格を有し、地域において制度

の狭間や複数の課題を抱えるなどの対

応困難な事案の解決に取り組むために、

個別支援や住民活動のコーディネート

を行う援助者を指します。 

 

■市民公益活動 

市民の自発的な意思に基づき、かつ広

く市民生活の向上を目的とした非営利

で公益的な活動をいいます。 

 

■市民後見人 

 社会貢献への意欲が高い一般市民に

よる後見人のことで、市が実施する養成

研修を受講し、成年後見に関する一定の

知識・姿勢を学習した人の中から家庭裁

判所が選任します。 

 

■小地域ネットワーク活動 

福祉委員会の主要な地域活動の一つ

で、市民が参加しやすい小地域を単位と

して、見守り、声かけ訪問活動や配食サ

ービス活動などの「個別支援活動」やい

きいきサロン活動や世代間交流活動な

どの「グループ援助活動」等のことをい

います。 

 

■生活支援コーディネーター 

地域における支えあい体制の基盤整備

を推進していくことを目的とし、生活支

援・通いの場等の資源の創出・充実に向

けたコーディネート機能を果たします。 

 

■成年後見制度 

認知症や知的障がい、精神障がい等に

より、判断能力が不十分になった本人に

代わり、家庭裁判所が選任した後見人等

が財産管理や身上監護を行い、本人が安

心して生活できるよう保護支援する制

度をいいます。 

 

■相談支援包括化推進員 

複雑化・複合化した課題等に寄り添い、

的確に対応するため、各制度の相談支援

機関の総合的なコーディネート等を行

います。また、各相談支援機関がそれぞ

れの役割を果たしつつ、チームアプロー

チによる支援が行われるよう、地域の相

談支援機関等のネットワークを構築し、

多機関協働による包括的支援体制の構

築をめざします。 

 

 

 タ行  

■地域ケア会議 

保健・医療・福祉などの関係機関や地

域住民などが密接な連携を保ち、援助を

必要としている人が住み慣れた地域で

いつでも安心して暮らせるよう、地域で

見守り、支援していくための会議です。 

 

■地域パートナー 

小学校区ごとに配置し、地域住民が主

体的に地域生活課題を把握し、解決を試

みることができる環境づくりを進めま

す。また、地域生活課題に関する相談を

地域で包括的に受け止める体制づくり

の支援を行います。 

 

■地域包括ケアシステム 

高齢者が要介護状態になっても、住み

慣れた住まいを基盤に、医療や介護・介

護予防、また様々な生活支援サービス等

が一体的に提供される地域の体制をい

います。  
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■地域包括支援センター 

高齢者の総合的な相談窓口として、日

常生活の支援や介護サービス利用の援

助などを行う機関のことです。保健師、

社会福祉士及び主任介護支援専門員の

３職種がそれぞれ配置されており、互い

の専門性を活かして問題の解決に努め

ています。 

 

■中核機関 

権利擁護支援の地域連携ネットワーク

の中核となる機関のことで、地域におけ

る連携・対応強化の推進役としての役割を

担います。成年後見制度に関する広報、

相談、制度利用促進、後見人支援の４つ

の機能を持っています。 

 

 

 ナ行  

■日常生活自立支援事業 

認知症、知的障がい、精神障がい等に

より判断能力が不十分な人が地域で安

心して暮らし続けられるよう、利用者と

の契約に基づき福祉サービスの利用援

助や日常的金銭管理サービス、書類等の

預かりサービスを行います。 

 

■認知症サポーター 

「認知症サポーター養成講座」を受講

し、認知症について正しい知識を持ち、

認知症の人や家族を温かく見守り、支援

する人をいいます。 

 

 

 ハ行  

■パブリックコメント 

行政が施策、制度等を決定する際に、

市民の意見を聞き、それを考慮しながら

最終決定を行う仕組みをいいます。 

■福祉委員会 

身近な地域において見守り活動やふ

れあいサロンなど住民の困りごとなど

の発見・解決に向けた活動を行っていま

す。本市では、15 の地区（校区）福祉委

員会が活動中で、それぞれの委員会には

小地域ネット単位の福祉委員会があり

ます。 

 

■福祉避難所 

災害発生時に障がい者や高齢者、妊産

婦、乳幼児など要支援者を受け入れ可能

な避難所のことです。 

 

 

 ワ行  

■ワークショップ 

まちづくり分野などで「参加」「体験」

「相互作用」を重視した話しあい、グル

ープ学習、デザイン等の手法として広く

取り組まれている方法です。住民参加の

計画、まちづくりのプロセスなどの一部

として近年普及しています。 
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５．規程・名簿 

（１）河内長野市地域福祉計画策定委員会規程 

平成１５年１０月１日 

規程第１８号 

 

（設置） 

第１条 本市の地域福祉計画の立案並びにその計画の実施状況の点検及び見直しを行うため、

河内長野市地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

 

（組織） 

第２条 委員会は、市民保健部長、福祉部長、福祉事務所長及び別表に掲げる部署の長をもっ

て組織する。 

 

（委員長及び副委員長） 

第３条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は市民保健部長を、副委員長は福祉部長をもってこれに充てる。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、委員長が必要と認めるときに委員長が招集する。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 委員長が必要と認めるときは、第２条の規定にかかわらず、協議事項に関係のある者に、

委員会に出席を求めることができる。 

 

（作業部会） 

第５条 委員会は、協議すべき事項の調整を図るため、作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、別表に掲げる部署の職員によって組織する。 

３ 作業部会の会議は、市民保健部高齢福祉課長が必要と認めるときに招集する。 

４ 市民保健部高齢福祉課長が必要と認めるときは、第２項の規定にかかわらず関係者に会議

の出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 

 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、別に定める部署において行う。 

 

（委任） 

第７条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成１８年３月３１日規程第１４号抄） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成１８年１０月１１日規程第３３号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成２１年３月３０日規程第９号） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２２年３月３１日規程第１２号） 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年２月２５日規程第１号） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２６年３月３１日規程第９号抄） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２８年３月３１日規程第６号） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２９年２月１４日規程第４号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成３１年３月２７日規程第５号） 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

別表（第２条、第５条関係） 

自治安全部 自治協働課 

自治安全部 危機管理課 

市民保健部 高齢福祉課 

市民保健部 健康推進課 

福祉部 生活福祉課 

福祉部 障がい福祉課 

福祉部 子ども子育て課 

環境経済部 産業観光課 

都市づくり部 都市計画課 

総合政策部 政策企画課 

総合政策部 人権推進課 

教育委員会事務局教育推進部 教育指導課 

教育委員会事務局生涯学習部 文化・スポーツ振興課 

教育委員会事務局生涯学習部 地域教育推進課  
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（２）第３次地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 河内長野市社会福祉協議会（以下「協議会」という。）が策定する地域福祉活動計画

は「市民参加と市民主体」の地域福祉をめざしている。一方、行政が策定する地域福祉計画

は市としての基本理念や仕組みづくり、基盤づくりを目指しており、両計画は、地域福祉の

推進を共通の目的とすることから、より一体的かつ効果的に地域の課題に取り組むため、協

議会の地域福祉活動計画と行政の地域福祉計画を協働で策定する。また、協議会や市民が果

たすべき役割を検討する委員会として、協議会内に地域福祉活動計画策定委員会（以下「策

定委員会」という。）を設置する。 

 

（策定委員会） 

第２条 策定委員会は、委員１５名以内で組織し、協議会会長が、委嘱する。 

２ 策定委員会に委員長１名、副委員長１名を置き、委員が互選する。 

３ 策定委員会は、委員長が招集する。 

４ 策定委員会が必要と認めるときは、関係者の出席を求め、説明及び意見を聴くことができ

る。 

５ 委員長は、策定委員会を代表し、会務を掌理する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

７ 協議会会長は、委員が欠けたときは、補欠委員を委嘱することができる。 

８ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（作業委員会） 

第３条 策定委員会のもとに、作業委員会を設置する。 

２ 作業委員会は、委員１５名以内で、組織する。 

３ 作業委員会の委員は、委員長が指名する。 

４ 作業委員会に作業委員長及び副委員長各１名を置く。 

５ 作業委員長及び副委員長は委員の互選とする。 

６ 作業委員長は、作業委員会を代表し、会務を掌理する。 

７ 副委員長は、作業委員長を補佐し、作業委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

８ 作業委員会は、作業委員長が招集し、その議長となる。 

９ 作業委員会の役割は、策定作業の円滑な推進を図るため、審議資料の作成等具体的な作業

を行う。 

 

（任期） 

第４条 策定委員会の委員及び作業委員会の委員の任期は、第３次地域福祉活動計画策定委員

会の策定完了までとする。 

 

（委 任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、活動計画の策定に関し必要な事項は、協議会会長が別

に定める。 
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（事務局） 

第６条 策定委員会の事務局は協議会の事務局で行う。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和１年１１月１１日から施行する。 

２ この要綱は、河内長野市社会福祉協議会第３次地域福祉活動計画が策定された日に、そ 

の効力を失う。 

  



 

87 

（３）河内長野市地域福祉推進協議会運営規程 

平成１８年８月１５日 

規程第２２号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、河内長野市附属機関設置条例（平成２４年河内長野市条例第３５号）

第２条の規定により設置する河内長野市地域福祉推進協議会（以下「協議会」という。）

の組織、運営その他必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 協議会の委員は、次に掲げる者とし、市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 社会福祉を目的とする団体等の代表者 

（３） 当事者団体の代表者 

（４） その他市長が特に必要と認める者 

２ 委員の任期は、２年とし再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

３ 協議会に、会長１名及び副会長２名以内を置き、委員のうちから互選によりこれを定

める。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代行する。この場合において、副会長が２名いるときは、会長があらかじめ指名した

順序でその職務を代行する。 

（会議） 

第３条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、協議会委員以外の者を会議に出席させ、その意

見を聴き、又は資料の提供を求めることができる。 

４ 会長又は副会長が互選される前に招集される協議会は、第１項の規定にかかわらず市

長が招集する。 

（公開及び非公開） 

第４条 協議会の会議は、公開とする。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、別に定める部署において行う。 

（委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な事項は、会長が別に

定める。 

 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年１月２５日規程第４号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年１月２０日規程第１号） 

この規程は、公布の日から施行する。  
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（４）河内長野市地域福祉推進協議会 委員名簿 

（敬称略）   

所 属 等 氏  名 備考 

学
識
経
験
者 

近畿大学総合社会学部 久  隆浩 会長 

大阪大谷大学人間社会学部 船本 淑恵 副会長 

大阪千代田短期大学 青木 淳英 副会長 

社
会
福
祉
を
目
的
と
す
る
団
体
等
の
代
表 

河内長野市社会福祉協議会 吉村 禎二  

河内長野市民生委員児童委員協議会 辻野 晶子  

河内長野市地区(校区)福祉委員会 委員長連絡会 玉﨑 和実  

ＮＰＯ法人 はぴえる 西村  道夫  

当
事
者
団
体
の
代
表 

河内長野市身体障害者福祉会 御前 敏一  

河内長野市老人クラブ連合会 山田 昭儀  

そ
の
他
市
長
が
特
に
必
要
と
認
め
る
者 

河内長野市医師会 外山 佳子  

河内長野市人権協会 吉田 妙子  

河内長野市青少年健全育成協議会 安本 悦章  

河内長野市地域女性団体協議会 山本 淑子  

河内長野・大阪狭山地区保護司会河内長野支部 溝端 秀幸  

任期：令和２年２月１日～令和４年１月31日  委員数：14名   
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